
（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

麒麟のまち婚活サポートセンターによる出会いから結婚に至った組数（累計）。

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

15 21 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】成婚数

組
目標 15 30 45 60 60

実績 8 11

0.20 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.10 0.10 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 722 732 1,449 1,438 0

0 0

一般財源 8,424 6,307 5,100 7,133 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 3,322 7,344 5,100 3,255

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 11,746 13,651 10,200 10,388 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 12,468 14,383 11,649 11,826 0

0

地方債 0 0

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①該当事業への補助金 
の交付

①運営方法の見直しの 
実施 
②婚活イベントの実施

①婚活イベントの実施 ①婚活イベントの実施 ①婚活イベントの実施

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①婚活サポートセンタ 
ー運営補助１件、新た 
な出会い支援事業０件 
、若者定住促進事業２ 
件

①従前補助事業として 
実施ていたが、委託事 
業に切り替えを行った 
委託先業者については 
、プロポーザルにより 
選定した。 
②婚活イベントの回数 
　年間48回実施

①婚活イベントの回数 
　年間48回実施

①婚活イベントの回数 
　年間45回実施

　

対象
（何を、誰を）

麒麟のまち圏域（鳥取市・岩美町・若桜町・智頭町・八頭町・兵庫県香美町・新温泉町）に在住・在勤の結婚を希
望する者（平成31年3月より、対象に麒麟のまち圏域の各町を加えている。）

意図
（どのような状態
にするために）

結婚を希望する者を対象に、出会いから結婚までフォローアップ等を行うことで、結婚による定住を促進し、地 域
の人口増加を図る。

手段
（どうするのか）

参加しやすい婚活イベントを実施しながら、相談会等の支援を実施する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 若者定住促進事業費 予算事業コード 01-02-01-07-01-09

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 外部委託

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 004000 重点施策 ひとづくり

事務事業名 若者定住促進事業 所属名 企画推進部　政策企画課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成22年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

■ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

婚活イベントによるカップル成立数は100組以上の実績があるものの、確実な交際及び成婚につながっていない。原因の調査・検討を行いなが
ら、カップル成立後のフォローアップを充実させ、麒麟のまち圏域各町との連携による魅力あるイベント実施などの取組に力を入れていく必要が
ある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
婚活イベントによるカップルは成立するものの、成婚数が少ないため。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
婚活イベントを年45回実施し、計画どおり今年度事業を完了した。

2
　

3
　

37% 33% 35%

事務事業の実施概要

【問合せ先】広域連携係 0857-30-8013  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ３３（企００２）  
  
【事業の概要】  
　結婚による若者定住を促進し、地域の人口増加を図るため、麒麟のまち各町（岩美町・若
桜町・智頭町・八頭町・香美町・新温泉町）との連携を進めながら、若者を対象とした「婚
活」事業の実施及び婚活サポートセンターを運営する。  
  
【事業の成果】  
　平成29年度　登録者数 1,470人　カップル数 62組　成婚数 3組（累計11組） 
　平成30年度　登録者数 1,628人　カップル数103組　成婚数 4組（累計15組）  
　令和元年度　登録者数 1,823人　カップル数115組　成婚数 6組（累計21組） 
  
【今後の課題・方向性】  
　平成31年3月1日から対象者のエリアを麒麟のまち圏域に拡大し、麒麟のまち婚活サポート
センターとして運営している。圏域自治体・地域や関係団体とも連携を図りながら、イベン
ト等において、１市６町の魅力も発信し、圏域の活性化につながる取組としていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】成婚数

53%



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

基準値は平成２６年度実績。

基準値は平成２６年度実績。

令和元年度までに開設する産後デイサービスの件数を目標としている。

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 004100 重点施策 ひとづくり

事務事業名 妊婦・出産包括支援事業 所属名 健康こども部　こども家庭相談センター

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成26年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 外部委託

対象
（何を、誰を）

望まない妊娠であったり、母のメンタル不調や育児不安が強い、経済的に困窮しているなど、特に支援が必要な妊
婦。家族から十分な援助が受けられず、かつ、体調不良や育児不安等がある産婦と生後４か月までの乳児。

意図
（どのような状態
にするために）

妊産婦等の支援ニーズに応じ、妊娠から出産、子育て期までの切れ目のない支援を包括的に行い、安心して妊娠・
出産・育児が行える環境を整える。

手段
（どうするのか）

・母子保健相談支援事業（支援が必要な妊産婦の支援のコーディネート） 
・産前・産後サポート事業（妊産婦や子どもに関する悩み相談、啓発用資料の作成、支援者向け研修会の開催） 
・産後ケア事業（体調不良や育児不安等がある母子を対象に、生後４か月までの乳児と母親のショートステイ、生後４か月までの
乳児と母親の母子デイサービス、生後４か月までの乳児の一時預かりを委託により実施。）

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 妊娠・出産包括支援事業費 予算事業コード 01-03-02-01-60-05

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①乳児を日帰りで一時 
預かりする乳児一時預 
かり事業②乳児と母親 
を一緒に宿泊させる母 
子ショートステイ事業 

①乳児を日帰りで一時 
預かりする乳児一時預 
かり事業②乳児と母親 
を一緒に宿泊させる母 
子ショートステイ事業 
③乳児と母親が日帰り 
で育児手技等の助言を 
受け育児不安を解消す 
る母子デイサービス事 
業

①乳児を日帰りで一時 
預かりする産後ゆった 
り事業②乳児と母親を 
一緒に宿泊させる母子 
ショートステイ事業③ 
乳児と母親が日帰りで 
育児手技等の助言を受 
け育児不安を解消する 
母子デイサービス事業

①乳児を日帰りで一時 
預かりする乳児一時預 
かり事業②乳児と母親 
を一緒に宿泊させる母 
子ショートステイ事業 
③乳児と母親が日帰り 
で育児手技等の助言を 
受け育児不安を解消す 
る母子デイサービス事 
業

①乳児を日帰りで一時 
預かりする乳児一時預 
かり事業②乳児と母親 
を一緒に宿泊させる母 
子ショートステイ事業 
③乳児と母親が日帰り 
で育児手技等の助言を 
受け育児不安を解消す 
る母子デイサービス事 
業

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①乳児一時預かり事業 
：４４件②母子ショー 
トステイ事業１４件

①乳児一時預かり事業 
：６０件②母子デイサ 
ービス事業１８件③母 
子ショートステイ事業 
１０件

①産後ゆったり事業： 
５６件②母子デイサー 
ビス事業２１件③母子 
ショートステイ事業１ 
６件

①産後ゆったり事業： 
７０件②母子デイサー 
ビス事業８件③母子シ 
ョートステイ事業１３ 
件

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 3,752 3,969 4,336 4,286 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 8,962 11,913 12,348 12,219 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 2,302 2,292 2,638 2,383

その他 136 181 239

人件費　Ｂ 5,210 7,944 8,012 7,933 0

254 0

一般財源 1,314 1,496 1,459 1,649 0

0.40 0.00

嘱託職員 0.80 2.90 2.50 2.50 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.50 0.30 0.40

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】乳児一時預かり件数

件
目標 60 60 60 100 100

実績 44 60 56 70 0

6 6

実績 14 10 16 13 0

（指標の説明）
【KPI】母子ショートステイ利用組数

組
目標 6

3

【KPI】産後デイサービスの開設

カ所
目標 0 0

（指標の説明）

6 6

2

（指標の説明）

2 2 0

実績 0 2 2 2 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

■ １．計画を上回る

□ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

■ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９０（健０３２）  
  
【事業の概要】  
　家族等の支援が十分に得られないため産後の休養がとれなかったり、メンタル不調や強 
い育児不安を抱えた状態で育児が十分に行えないなど、産後の母の休養や母体ケア・乳児 
ケア等の支援が必要となっている。  
　妊産婦等の支援ニーズに応じ、妊娠から出産、子育て期までの切れ目のない支援を包括 
的に行い、安心して妊娠・出産・育児が行える環境を整え、子育てを支援 する。  
  
【事業の成果】  
　利用件数　　　ママゆったり　　母子デイサービス　　母子ショートステイ　  
　平成29年度　　　　60件　　　　　　　18件　　　　　　　　10件  
　平成30年度　　　　56件　　　　　　　21件　　　　　　　　16件  
　令和元年度　　　　70件　　　　　　　 8件　　　　　　　　13件  
  
【今後の課題・方向性】  
　産婦の育児不安の解消や心身の安定を図るため、相談支援やサービスを提供し、安心し 
て出産・育児が行われるよう支援を継続していく。 
  
　※その他財源の諸収入は、妊娠・出産包括支援事業利用者負担金。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】乳児一時預かり件数

73% 100% 93% 70%

100%

2
【KPI】母子ショートステイ利用組数

233% 167% 267% 217%

3
【KPI】産後デイサービスの開設

100%

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
乳児一時預かりで、目標を昨年度までの60件から66％増やし100件としたた
め、目標を下回ったものの、利用件数自体は前年度比25％の増加となってい
る。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
支援が必要な母子に対して、目標値どおりの取組みを行うことができた。

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

出産後、家族等から十分に援助が得られない方にとって、育児は不安が大きく負担が増大することが懸念される。本事業は産後うつの予防等重要
な役割があると考えており、今後も、産婦の育児不安の解消や心身の安定を図る取り組みを進めていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

高等職業訓練対象者数

入学支援終了者数

　

0

（指標の説明）

2 2

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
支援終了者数

人
目標 2

3

　

　
目標 0

21 21 0

2 2

実績 2 8 8 7 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

高等職業訓練対象者数

人
目標 20 20 20 20 20

実績 20 23

0.30 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.30 0.30 0.30

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 2,166 2,196 2,173 2,157 0

0 0

一般財源 4,777 5,506 2,508 5,755 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 14,329 16,513 16,474 18,643

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 19,106 22,019 18,982 24,398 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 21,272 24,215 21,155 26,555 0

0

地方債 0 0

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①自立支援教育訓練給 
付金 
②高等職業訓練促進費

①自立支援教育訓練給 
付金 
②高等職業訓練促進費 
③高等学校卒業程度認 
定試験合格支援事業

①自立支援教育訓練給 
付金 
②高等職業訓練促進費 
③高等学校卒業程度認 
定試験合格支援事業

①自立支援教育訓練給 
付金 
②高等職業訓練促進費 
③高等学校卒業程度認 
定試験合格支援事業

①自立支援教育訓練給 
付金 
②高等職業訓練促進費 
③高等学校卒業程度認 
定試験合格支援事業

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①自立支援教育訓練給 
付金　0人（申請なし 
） 
②高等職業訓練促進費 
　20人

①自立支援教育訓練給 
付金　1人 
 
②高等職業訓練促進費 
　23人 
③高等学校卒業程度認 
定試験合格支援事業 
　0人

①自立支援教育訓練給 
付金　3人 
 
②高等職業訓練促進費 
　21人 
③高等学校卒業程度認 
定試験合格支援事業 
　0人

①自立支援教育訓練給 
付金　2人 
 
②高等職業訓練促進費 
　21人 
③高等学校卒業程度認 
定試験合格支援事業 
　0人

　

対象
（何を、誰を）

ひとり親家庭の母・父、その子

意図
（どのような状態
にするために）

就職に有利な資格取得により生活の安定につなげる。

手段
（どうするのか）

就職に有利な資格取得のため、その間の生活費や受講料の一部を支給する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 ひとり親家庭自立支援給付金事業費 予算事業コード 01-03-02-02-08-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

母子及び父子並びに寡婦福祉
法、鳥取市高等職業訓練促進給
付金等事業実施規則ほか施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 その他

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 004200 重点施策 該当なし

事務事業名 ひとり親家庭自立支援給付金事業 所属名 健康こども部　こども家庭課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

■ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

今後も引き続き、就職に有利な資格取得に対して支援を行うことで、ひとり親家庭の経済的な負担軽減を図り、自立と生活の安定に繋げて行く必
要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

2
支援終了者数

100% 400% 400% 350%

3
　

115% 105% 105%

事務事業の実施概要

【問合せ先】育成係 0857-30-8239 
 
【１０次総の施策体系】1201  
 
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ７８（健００８）  
 
【事業の概要】 
　母子・父子家庭の経済的な自立を促進するため、就職に有利な資格取得等の支援を行う 
もの。  
　①高等職業訓練促進費給付金：看護師、介護福祉士等の国家資格取得のために養成機関 
に１年以上在籍する場合に給付金を支給。（1月100千円（市民税非課税）、70.5千円（課 
税世帯）） 
　②自立支援教育訓練給付金：医療事務や介護福祉士実務者研修などの資格取得講座を受 
講する場合に給付金を支給。（受講料等の6割相当） 
　③高等学校卒業程度認定試験合格支援事業：高等学校卒業程度認定試験合格講座を受講 
した場合の経費に対し助成。（受講終了時、合格時合わせて上限150千円） 
 
【事業の成果】  
　①高等職業訓練促進給付金  
　平成29年度　２３件 
　平成30年度　３０件 
　令和元年度　２８件　 
　②自立支援教育訓練給付金　 
　平成30年度　　３件 
　令和元年度　　２件 
 
【今後の課題・方向性】  
　本事業の継続的な取り組みを行う。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
高等職業訓練対象者数

100%



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

母子家庭の受給者

父子家庭の受給者

養育者の受給者

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 004300 重点施策 該当なし

事務事業名 児童扶養手当事業 所属名 健康こども部　こども家庭課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 児童扶養手当法

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(義務)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 その他

対象
（何を、誰を）

児童（18歳未満又は20歳未満で障害の状態にある者）を監護する母、父、または児童を養育する養育者に手当を支
給する。

意図
（どのような状態
にするために）

父親または母親のいないひとり親家庭に手当を支給することで、その自立を扶助し、児童福祉の増進を図る。

手段
（どうするのか）

児童扶養手当の支給 
全部支給　児童１人　月額４２，９１０円、児童２人　１０，１４０円加算、児童３人以上１人につき６，０８０
円加算

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 児童扶養手当費 予算事業コード 01-03-02-01-03-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①手当支給 ①手当支給 ①手当支給 ①手当支給 ①手当支給

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①手当支給　1,805人 ①手当支給　1,739人 ①手当支給　1,701人 ①手当支給　1,671人 　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 864,200 881,819 863,671 1,099,359 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 871,869 889,682 875,460 1,106,549 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 287,329 292,120 287,392 365,392

その他 851 1,856 1,407

人件費　Ｂ 7,669 7,863 11,789 7,190 0

1,690 0

一般財源 576,020 587,843 574,872 732,277 0

1.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 2.00 2.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.20 0.20 0.20 0.20 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

母子家庭

人
目標 1700 1700 1700 1700 1700

実績 1709 1575 1550 1534 0

150 150

実績 150 156 144 129 0

（指標の説明）
父子家庭

人
目標 150

3

養育者

人
目標 10 10

（指標の説明）

150 150

2

（指標の説明）

10 10 10

実績 10 8 7 8 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】育成係 0857-30-8239 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：６月補正・Ｐ１４（健００１） 
 
【事業の概要】 
　父親又は母親のいないひとり親家庭において、18歳未満の子を養育する父、母又は養育 
者に対して手当てを支給することで、 その自立を扶助し、児童福祉の増進を図る。  
  ①本体額  
　  全部支給　月額42,910円、一部支給　月額42,900円～10,120円  
  ②第2子加算額  
　  全額支給　月額10,140円、一部支給　月額10,130円～5,070円  
  ③第3子以降加算額≫ 
　  全部支給　月額6,080円、一部支給　月額6,070円～3,040円　  
　  ※所得制限あり　※上記は平成31年4月～令和2年3月まで  
 
【事業の成果】 
　　　　　　　受給者数　　支給額   
　平成29年度　1,891人　　879,584千円（4、8、12月に支給）総支給12月分  
　平成30年度　1,873人　　859,594千円（4、8、12月に支給）総支給12月分  
　令和元年度　1,854人　1,091,492千円（4、8、11、1、3月に支給）総支給15月分  
  ※令和元年11月分から年6回（奇数月）給付に変更。  
  ※児童扶養手当（補助率：国３分の１）　 
 
【今後の課題・方向性】 
　本事業の継続的な取り組みを行う。 
 
　※その他財源の諸収入は、児童扶養手当返納金（過年度分、現年度分）

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
母子家庭

101% 93% 91% 90%

80%

2
父子家庭

100% 104% 96% 86%

3
養育者

100% 80% 70%

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

今後も継続的に、父親又は母親のいないひとり親家庭に手当てを支給することで、その自立を扶助し、児童福祉の増進を図る必要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

休日保育を利用する述べ人数を示すもの。

延長保育を利用する延べ人数を示すもの。基準値は平成２６年度実績。

一時保育を利用する延べ人数を示すもの。基準値は平成２６年度実績。

4000

（指標の説明）

24000 24000

2

（指標の説明）

4000 4000 4000

実績 4743 4819 3814 3807 0

（指標の説明）
【KPI】延長保育利用人数

人
目標 24000

3

【KPI】一時預かり利用人数

人
目標 4000

727 911 0

24000 24000

実績 24048 22661 23223 25116 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】休日保育利用人数

人
目標 400 400 900 900 900

実績 722 903

1.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 7,219 7,319 7,243 7,190 0

6,856 0

一般財源 35,434 17,751 36,809 53,809 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 10,246 18,130 7,822 6,508

その他 12,569 12,001 6,646

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 58,249 47,882 51,277 67,173 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 65,468 55,201 58,520 74,363 0

0

地方債 0 0

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①延長保育（市立分） 
５，０００人 
②一時預かり（市立分 
）１，０００人 

①延長保育（市立分） 
５，０００人 
②一時預かり（市立分 
）１，０００人

①延長保育（市立分） 
５，０００人 
②一時預かり（市立分 
）１，０００人

①延長保育（市立分） 
５，０００人 
②一時預かり（市立分 
）１，０００人

①延長保育（市立分） 
５，０００人 
②一時預かり（市立分 
）１，０００人 

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①延長保育（市立分） 
４，７４３人 
②一時預かり（市立分 
）１，０１４人

①延長保育（市立分） 
４，８１９人 
②一時預かり（市立分 
）１，１０８人

①延長保育（市立分） 
４，９５１人 
②一時預かり（市立分 
）１，１２８人

①延長保育（市立分） 
４，８２６人 
②一時預かり（市立分 
）１，１７２人

　

対象
（何を、誰を）

市立保育園入所児童

意図
（どのような状態
にするために）

勤務時間の多様化により、延長保育など利用者の要望に応えた保育業務を実施し、福祉の充実、子育てしやすいま
ちづくりを実現する。

手段
（どうするのか）

延長保育、一時預りなど保護者の要望に応えた保育業務を実施する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 市立保育園特別保育事業費 予算事業コード 01-03-02-03-01-03

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

鳥取市延長保育実施要綱、鳥取
市休日保育事業実施要綱、鳥取
市一時預かり事業実施要綱施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 004400 重点施策 ひとづくり

事務事業名 保育園特別保育事業 所属名 健康こども部　こども家庭課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

仕事と子育ての両立が図られるよう引き続き実施していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
目標値を下回っているものもあるが、特別保育の需要には概ね対応できてい
る。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
順調

95%

2
【KPI】延長保育利用人数

100% 94% 97% 105%

3
【KPI】一時預かり利用人数

119% 120% 95%

226% 81% 101%

事務事業の実施概要

【問合せ先】保育係 0857-30-8238 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９１（健０２９） 
　 
【事業の概要】 
　勤務時間の多様化により、保育時間の延長利用の要望がある。利用者の要望に応えた 
保育業務を実施することで、仕事と子育てとの両立を支援し、安心して子育てができる 
環境の充実を図る。  
 
【事業の成果】 
 １．延長保育：通常18時までの預かり時間を最長19時半まで延長するもの。 
　　実施保育園17園（旧市8、国府2、福部1、河原1、用瀬1、気高2、鹿野1、青谷1） 
 ２．一時預かり：保護者の都合等で非入園児童の預かりを半日単位で行なうもの。 
　　実施保育園6園（賀露1、河原1、用瀬1、気高１、鹿野1、青谷1、その他旧市は私立） 
 
　平成２９年度　４７，８８２千円 
　平成３０年度　５１，２９０千円 
　令和元年度　　６７，１７２千円 
 
【今後の課題・方向性】 
　仕事と子育ての両立が図られるよう引き続き実施していく。 
 
　※その他財源の諸収入は、利用者負担金。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】休日保育利用人数

181%



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

病児・病後児保育を利用する延べ人数を示すもの。基準値は平成２６年度実績。

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 004500 重点施策 ひとづくり

事務事業名 病児・病後児保育事業 所属名 健康こども部　こども家庭課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 病児・病後児保育事業実施要綱

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 その他

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 外部委託

対象
（何を、誰を）

病気治療中、回復期の児童をもつ家庭。

意図
（どのような状態
にするために）

保護者の勤務等により家庭で保育ができない病気児童、病気後回復児童を預かることにより、仕事と育児の両立支
援を図る。

手段
（どうするのか）

保育所等に通所する児童で、治療中、病気回復期で集団での保育が困難な場合に、一時的に別に設ける専用施設で
保育する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 病児・病後児保育事業費 予算事業コード 01-03-02-03-18-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①病児・病後児保育実 
施

①病児・病後児保育実 
施

①病児・病後児保育実 
施

①病児・病後児保育実 
施

①病児・病後児保育実 
施

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①病児・病後児保育実 
施 
○病児保育　　２施設 
○病後児保育　３施設 
○非施設型病児・病後 
　児保育　　　１カ所 
 
年間延べ利用人数 
　　　　２，４２１人

①病児・病後児保育実 
施 
○病児保育　　２施設 
○病後児保育　３施設 
○非施設型病児・病後 
　児保育　　　１カ所 
 
年間延べ利用人数 
　　　　２，６３５人

①病児・病後児保育実 
施 
○病児保育　　２施設 
○病後児保育　３施設 
 
 
 
 
年間延べ利用人数 
　　　　２，９１８人

①病児・病後児保育実 
施 
○病児保育　　２施設 
○病後児保育　３施設 
 
 
 
 
年間延べ利用人数 
　　　　２，９６６人

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 50,897 57,282 58,661 62,431 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 52,341 58,746 60,110 63,869 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 31,222 31,500 36,082 38,592

その他 509 603 487

人件費　Ｂ 1,444 1,464 1,449 1,438 0

704 0

一般財源 19,166 25,179 22,092 23,135 0

0.20 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.20 0.20 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】病児・病後児保育利用人数

人
目標 1900 2300 2700 3100 3100

実績 2421 2635 2918 2966 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

■ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】保育係 0857-30-8238  
 
【１０次総の施策体系】1201  
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８１（健０１４） 
 
【事業の概要】    
　①病児保育事業（せいきょうこどもクリニック、病児保育室とくよし）  
　　児童が病気の回復期に至らない場合で、当面の症状の急変が認められない場合にお  
いて、通常保育とは別の専用施設で預りを実施。  
　②病後児保育事業（市立病院、保育所２園）  
　　病気回復期で集団保育が出来ない児童を通常保育とは別の専用施設で預りを実施。  
 
【事業の成果】 
　　平成29年度実績　５７，２８２千円　延べ２，８７３人  
　　平成30年度実績　５８，６６１千円　延べ２，９１８人  
　　令和元年度実績　６２，４３１千円　延べ２，９６６人  
 
【今後の課題・方向性】  
　子育て支援に必要な事業であり、継続して取り組む。 
 
　※その他財源の諸収入は、利用者負担金。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】病児・病後児保育利用人数

127% 115% 108% 96%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
目標値を下回っているが、病児・病後児保育の需要には概ね対応できている。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
順調

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

子育て支援に必要な事業であり、継続して取り組む。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

耐震整備を行った保育園の数

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

0 0 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

耐震整備園数

園
目標 0 1 0 1 0

実績 0 1

0.80 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.80 0.80 0.80

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 5,775 5,855 5,794 5,752 0

0 0

一般財源 29,378 43,315 5,868 5,380 0

92,900 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 289,278 522,515 98,768 5,380 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 295,053 528,370 104,562 11,132 0

0

地方債 259,900 479,200

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①保育園耐震整備 保育園耐震整備 
①美保保育園の建築工 
事（２年目） 
②他の園の耐震整備に 
係る協議

①前年度の整備協議に 
より実施（予定） 
②他の園の耐震整備に 
係る協議 

①保育園の耐震整備（ 
予定） 

①他の園の耐震整備に 
係る協議 

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①保育園耐震整備 
　美保保育園の用地取 
得、建築工事（１年目 
）

①保育園耐震整備 
　美保保育園の用地取 
得、建築工事（２年目 
） 
②他の園の耐震整備に 
係る協議（保護者・地 
域と協議）

①前年度の整備協議に 
より実施　（協議中の 
ため未実施） 
②他の園の耐震整備に 
係る協議（保護者・地 
域と協議） 

①保育園の耐震整備 
（協議中のため未実施 
）

　

対象
（何を、誰を）

耐震性の低い保育園

意図
（どのような状態
にするために）

安全で安心な保育環境の整備

手段
（どうするのか）

耐震改修事業の実施

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 保育園耐震改修等事業費 予算事業コード 01-03-02-03-05-14

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 建設、整備

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 004600 重点施策 該当なし

事務事業名 保育園耐震改修等事業 所属名 健康こども部　こども家庭課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成28年度　～　令和元年度

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

□ ２．計画どおり

■ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

耐震性の低い保育園の整備であることから、園児や職員の安全性の確保のためにも、引き続き整備の方向性を保護者・地域と協議していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
保護者・地域との協議において、耐震改修等の方向性が決まっておらず、若
干遅れている。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
保護者・地域との協議において、耐震改修等の方向性が決まっておらず、指
標で目標としている令和元年度中での施設整備（1園）は難しい。

2
　

3
　

100%

事務事業の実施概要

【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９２　（健０３２）  
 
【事業の概要】  
　耐震診断の結果、耐震性の低い保育園の早期改築を行うことで、安心・安全な保育環境 
を整備し、併せて施設収容力の見直しを図り待機児童対策を行う。 
 
【事業の成果】  
　平成２６年度　賀露保育園及び富桑保育園の改築工事 
　　　　　　　　美保保育園の基本及び実施設計など 
　平成２７年度　賀露保育園、富桑保育園旧園舎の解体及び外構工事 
　平成２８年度　美保保育園改築工事　着手 
　平成２９年度　美保保育園改築工事　完了 
　平成３０年度　美保保育園旧園舎の解体及び外構工事 
　令和元年度　　美保保育園建設に伴う、地殻変動影響調査 
 
【今後の課題・方向性】 
 　耐震性の低い園の耐震改修を計画的に進めていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
耐震整備園数



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

小児特別医療助成費の支給対象年齢。

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 004700 重点施策 ひとづくり

事務事業名 小児特別医療費助成事業 所属名 福祉部　保険年金課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 昭和48年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

子育て中の世帯

意図
（どのような状態
にするために）

医療費にかかる経済的負担を軽減するため

手段
（どうするのか）

１８歳に達する日以降の最初の3月31日までの間にある者の医療費を助成する

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 小児特別医療助成費 予算事業コード 01-03-02-01-50-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①１８歳に達する日以 
降の最初の３月３１日 
までの児童に対する医 
療費の助成を行う

①１８歳に達する日以 
降の最初の３月３１日 
までの児童に対する医 
療費の助成を行う

①１８歳に達する日以 
降の最初の３月３１日 
までの児童に対する医 
療費の助成を行う

①１８歳に達する日以 
降の最初の３月３１日 
までの児童に対する医 
療費の助成を行う

①１８歳に達する日以 
降の最初の３月３１日 
までの児童に対する医 
療費の助成を行う

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①１８歳に達する日以 
降の最初の３月３１日 
までの児童に対する医 
療費の助成を行った 
助成件数：242,863件

①１８歳に達する日以 
降の最初の３月３１日 
までの児童に対する医 
療費の助成を行った 
助成件数：238,982件

①１８歳に達する日以 
降の最初の３月３１日 
までの児童に対する医 
療費の助成を行った 
助成件数：237,732件

①１８歳に達する日以 
降の最初の３月３１日 
までの児童に対する医 
療費の助成を行った 
助成件数：236,672件

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 650,336 643,096 649,600 663,009 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 657,555 650,415 656,843 670,199 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 323,114 319,380 322,669 329,817

その他 4,464 4,583 3,321

人件費　Ｂ 7,219 7,319 7,243 7,190 0

4,036 0

一般財源 322,758 319,133 323,610 329,156 0

1.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】対象者の年齢（上限）

歳
目標 18 18 18 18 18

実績 18 18 18 18 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】医療助成係 0857-30-8223  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ７２（福０４１）  
  
【事業の概要】  
　小児の健康保持を図る目的で昭和48年より創設された。平成23年4月より中学校卒業ま 
で行っている小児特別医療助成制度の対象年齢を、平成28年4月より高校卒業まで拡大し、対
象者の医療費の助成を行う。  
　　○対　象　者　　小児（18歳の年度末まで）の入院・通院医療費を助成  
　　○患者負担額　　通院　530円／日　（同一医療機関で一月5日目以降は無料）  
　　　　　　　　　　入院　1,200円／日　（※1）　  
　　※1　市民税非課税世帯で「限度額適用・標準負担額減額認定証」の交付を受けてい 
　　　　 る方につい ては、一月当たりの負担上限は15日、18,000円まで。 
【事業の成果】 
 　小児(18歳まで)に対し、医療費の助成を行った。 
　　　　　　　　　件数　　　　　扶助費　　  
　　平成29年度  241,368件　　616,681,218円  
　　平成30年度　237,732件　　624,580,323円  
　　令和元年度　236,672件　　638,989,040円  
  
【今後の課題・方向性】  
　子育てに伴う医療費の負担軽減及び子どもの健康保持のため、引き続き制度の円滑な運 
営に努めていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】対象者の年齢（上限）

100% 100% 100% 100%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

子どもの医療費の負担軽減のため引き続き制度の適正な運営に努める。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

全妊産婦に対し、訪問・保健指導を行った割合。基準値は平成２６年度実績。

出生数に対し母子保健推進員及び保健師が訪問した割合

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 004800 重点施策 ひとづくり

事務事業名 母子保健訪問指導事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　健康・子育て推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(義務)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 外部委託

対象
（何を、誰を）

産婦及び新生児の家庭

意図
（どのような状態
にするために）

産婦及び新生児の健康の保持増進を図り、安心して子育てができるようにする。

手段
（どうするのか）

生後4か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育てに関する不安や相談に応じ、適切な保健指導を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 母子保健訪問指導事業費 予算事業コード 01-04-01-03-02-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①母子保健推進員及び 
保健師による未熟児・ 
新生児訪問指導

①母子保健推進員及び 
保健師による未熟児・ 
新生児訪問指導

①母子保健推進員及び 
保健師による未熟児・ 
新生児訪問指導

①母子保健推進員及び 
保健師による未熟児・ 
新生児訪問指導

①母子保健推進員及び 
保健師による未熟児・ 
新生児訪問指導

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①母子保健推進員及び 
保健師による未熟児・ 
新生児訪問指導を実施

①母子保健推進員及び 
保健師による未熟児・ 
新生児訪問指導を実施

①母子保健推進員及び 
保健師による未熟児・ 
新生児訪問指導

①母子保健推進員及び 
保健師による未熟児・ 
新生児訪問指導

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 4,633 4,633 3,938 3,447 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 26,290 26,590 25,667 25,017 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 3,088 2,830 2,626 2,200

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 21,657 21,957 21,729 21,570 0

0 0

一般財源 1,545 1,803 1,312 1,247 0

3.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 3.00 3.00 3.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】妊産婦の訪問割合

％
目標 98 98 98 98 98

実績 96 99 97 97 0

98 98

実績 96 99 97 97 0

（指標の説明）
新生児訪問率

％
目標 98

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

98 98

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】子育て支援係　0857-30-8584 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】なし 
　 
【事業の概要】 
　（補助金名）地域子ども・子育て支援交付金 
　　　　　母子保健法に基づく新生児訪問指導と併せて「こんにちは赤ちゃん事業」とし 
　　　　て、保健師及び委託した母子保健推進員が生後４か月までの乳児のいる全ての家 
　　　　庭を訪問し子育てに関する不安や相談等に応じたり、情報提供を行う。 
　　　　　また平成２５年４月１日に未熟児訪問指導が県から市へ委譲となった。未熟児 
　　　　は正常な新生児に比べ生理的に未熟で、疾病にかかりやすいことが多く児とその 
　　　　保護者に適切な療育指導を行い、不安を軽減するよう支援を行う。 
 
【事業の成果】 
　（委託先）母子保健推進員１２名 
　（歳入）地域子ども・子育て支援交付金 
　　　　７，５３１，８７０円×１／３≒２，５１０，０００円（国庫支出金） 
　　　　７，５３１，８７０円×１／３≒２，５１０，０００円（県支出金） 
　（事業の成果）　　　　　　　決算額　　　　　　　　　訪問件数 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産婦　　　　新生児 
　　平成２９年度　　　４，６３２，７４５円　１，４６２人　１，４７２人 
　　平成３０年度　　　３，９３８，０１５円　１，４４５人　１，４３２人 
　　令和元年度　　　　３，４４７，４５４円　１，４４１人　１，４３７人 
 
【今後の課題・方向性】 
　　新生児訪問は子育て支援に重要な事業であり、継続して実施する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】妊産婦の訪問割合

98% 101% 99% 99%

2
新生児訪問率

98% 101% 99% 99%

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

新生児期や乳幼児期の子どもを持つ家庭へのサポートを効果的かつ確実に実施するために今後も事業を継続する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

妊婦健康診査受診数

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

18876 17922 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

妊婦健康診査受診数

件
目標 20000 20000 19500 19500 19000

実績 19859 19204

0.80 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.80 0.80 0.80

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 5,775 5,855 5,794 5,752 0

0 0

一般財源 129,227 130,141 133,901 130,022 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 47 58 58 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 129,274 130,199 133,959 130,022 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 135,049 136,054 139,753 135,774 0

0

地方債 0 0

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①妊娠届出時に妊婦健 
康診査受診票を配布 
 
・1人あたり14枚 
※多胎妊娠妊婦には5 
枚追加交付

①妊娠届出時に妊婦健 
康診査受診票を配布 
 
・1人あたり14枚 
※多胎妊娠妊婦には5 
枚追加交付

①妊娠届出時に妊婦健 
康診査受診票を配布 
 
・1人あたり14枚 
※多胎妊娠妊婦には5 
枚追加交付

①妊娠届出時に妊婦健 
康診査受診票を配布 
 
・1人あたり14枚 
※多胎妊娠妊婦には5 
枚追加交付

①妊娠届出時に妊婦健 
康診査受診票を配布 
 
・1人あたり14枚 
※多胎妊娠妊婦には5 
枚追加交付

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①受診表の配布 
配布者数：1,483人

①受診表の配布 
配布者数：1,516人

①受診表の配布 
配布者数：1,378人

①受診票の配布 
配布者数：1,461人

　

対象
（何を、誰を）

妊婦

意図
（どのような状態
にするために）

母体や胎児の健康確保を図り、安心して出産を迎えられるようにする。

手段
（どうするのか）

妊婦健康診査受診票を1人あたり14枚交付し、妊婦健康診査費の助成をすることで、妊婦健康診査を受けやすく 
する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 妊婦健康診査費 予算事業コード 01-04-01-03-03-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

母子保健法第１３条

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(義務)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 外部委託

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 004900 重点施策 該当なし

事務事業名 妊婦健康診査事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　健康・子育て推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

妊婦と胎児の健康を維持するために、妊婦が安心して健診（歯科健診を含む）を受けられるよう継続実施していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

2
　

3
　

96% 97% 92%

事務事業の実施概要

【問合せ先】子育て支援係　0857-30-8584 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】なし 
 
【事業の概要】 
　　補助金名：とっとり版ネウボラ推進事業費補助金 
　　妊娠中の異常の早期発見や疾病予防のために、定期的な妊婦健康診査を受けることが 
　必要である。妊婦健康診査費の一部を助成することで経済的負担の軽減を図り、妊婦健 
　診を受けやすくし、安心して出産をむかえられるよう支援する。また近年、出産年齢の 
　上昇や、経済的な理由等により、母体や胎児の健康確保を図る上で、妊婦に対する健康 
　診査の重要性が一層高まっている。 
 
【事業の成果】　 
　（歳入）とっとり版ネウボラ推進事業費補助金（県支出金） 
　対象経費57,500円×1/2≒28,000円（多胎妊婦健康診査５回分） 
　 
　母子手帳交付時に合わせて妊婦一般健康診査受診票を交付する。 
　交付枚数は、妊娠全期を通して１４枚、平成２３年度からはクラミジア検査を１枚追加 
交付する。ただし、多胎妊娠妊婦には左記に加えて５枚分を追加で交付する。 
（事業の成果） 
　　 　　　　　　　　　決算額　　　 妊婦一般健康診査　 多胎妊娠妊婦健診 
　　　　　　　　 　　　　　　　　　 延人数 　助成回数　延人数　助成回数 
　平成２９年度　　　130,199,371円　18,770人　　14回　　　2人     5回 
　平成３０年度　　　133,959,173円　19,049人　　14回　　　2人     5回 
　令和元年度　　　　130,022,507円　17,922人　　14回　　　5人　 　5回 
 
【今後の課題・方向性】 
　妊婦健康診査の重要性について周知しながら継続実施する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
妊婦健康診査受診数

99%



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

3～4か月児の乳児が健康診査を受診した割合

9～10か月児の乳児が健康診査を受診した割合

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 005000 重点施策 該当なし

事務事業名 乳児健康診査事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　健康・子育て推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 母子保健法第１３条

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(義務)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 外部委託

対象
（何を、誰を）

生後3か月から4か月児、生後9か月から10か月児

意図
（どのような状態
にするために）

乳児期の疾病の早期発見及び健康の保持増進

手段
（どうするのか）

乳児健康診査受診票を2枚交付し、乳児健康診査費の助成をすることで、乳児健康診査を受けやすくする。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 乳児健康診査費 予算事業コード 01-04-01-03-05-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①乳児健康診査受診票 
を交付（3～4か月健診 
分） 
②乳児健康診査受診票 
を交付（9～10か月健 
診分）

①乳児健康診査受診票 
を交付（3～4か月健診 
分） 
②乳児健康診査受診票 
を交付（9～10か月健 
診分）

①乳児健康診査受診票 
を交付（3～4か月健診 
分） 
②乳児健康診査受診票 
を交付（9～10か月健 
診分）

①乳児健康診査受診票 
を交付（3～4か月健診 
分） 
②乳児健康診査受診票 
を交付（9～10か月健 
診分）

①乳児健康診査受診票 
を交付（3～4か月健診 
分） 
②乳児健康診査受診票 
を交付（9～10か月健 
診分）

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①交付者数 
1,579人（うち受診者1 
,547人） 
②交付者数 
1,658人（うち受診者1 
,453人）

①交付者数 
1,449人（うち受診者1 
,414人） 
②交付者数 
1,492人（うち受診者1 
,371人） 

①交付者数 
1,490人（うち受診者1 
,421人） 
②交付者数 
1,460人（うち受診者1 
,331人） 

①交付者数 
1,359人（うち受診者1 
,313人） 
②交付者数 
1,413人（うち受診者1 
,275人）

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 17,699 16,934 16,975 16,026 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 19,143 18,398 18,424 17,464 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 1,444 1,464 1,449 1,438 0

0 0

一般財源 17,699 16,934 16,975 16,026 0

0.20 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.20 0.20 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

3～4か月児乳児健康診査受診率

％
目標 95 95 95 95 95

実績 98 97.5 95.4 96.6 0

90 90

実績 87.6 91.9 91.2 90.2 0

（指標の説明）
9～10か月児乳児健康診査受診率

％
目標 90

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

90 90

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

■ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】子育て支援係　0857-30-8584 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】なし 
 
【事業の概要】 
　乳児期の健康保持増進を図るためには、定期的に健康診査を受け、健康状態を明らかに 
する必要がある。母子保健法第１３条に基づく健康診査。 
　３～４か月児健診の受診票は新生児訪問時に９～１０か月児健診の受診票は６か月健診 
時に各１枚交付し、医療機関（小児科）で健診を受ける。 
 
【事業の成果】　　　　　　　決算額　　　　　　受診者数 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３～４、９～１０か月児健診） 
　平成２９年度　　　１６，９３４，０６１円　　　２，７８５人 
　平成３０年度　　　１６，９７４，８０４円　　　２，７５２人 
　令和元年度　　　　１６，０２５，７８３円　　　２，５８８人 
 
【今後の課題・方向性】 
　継続して実施する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
3～4か月児乳児健康診査受診率

103% 103% 100% 102%

2
9～10か月児乳児健康診査受診率

97% 102% 101% 100%

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

母子保健法に基づく健康診査で、鳥取県下統一した方法で実施している。安心して健診を受けられる体制を整備
し、乳児の健康を確保するためにも継続実施していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

６か月健診対象者のうち、受診者の割合

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 005100 重点施策 該当なし

事務事業名 ６か月児健康診査事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　健康・子育て推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 母子保健法第１３条

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

６か月児

意図
（どのような状態
にするために）

乳児期の疾病の早期発見及び健康の保持増進。 
ブックスタート事業実施の場

手段
（どうするのか）

６か月児健康診査を実施する。（集団健診）

会計区分 　

予算 予算事業名 ６か月児健康診査費 予算事業コード 01-04-01-03-06-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①身体計測・小児科医 
の診察 
②栄養指導・保健指導 
③絵本の読み聞かせ 
④ブックスタートパッ 
クの配布

①身体計測・小児科医 
の診察 
②栄養指導・保健指導 
③絵本の読み聞かせ 
④ブックスタートパッ 
クの配布

①身体計測・小児科医 
の診察 
②栄養指導・保健指導 
③絵本の読み聞かせ 
④ブックスタートパッ 
クの配布

①身体計測・小児科医 
の診察 
②栄養指導・保健指導 
③絵本の読み聞かせ 
④ブックスタートパッ 
クの配布

①身体計測・小児科医 
の診察 
②栄養指導・保健指導 
③絵本の読み聞かせ 
④ブックスタートパッ 
クの配布

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①受診者数（1564人） 
②受診率（98.9%） 
③絵本の読み聞かせ実 
施数（1564人） 
④ブックスタートパッ 
クの配布数（1576人）

①受診者数（1419人） 
②受診率（98.7%） 
③絵本の読み聞かせ実 
施数（1419人） 
④ブックスタートパッ 
クの配布数（1437人）

①受診者数（1423人） 
②受診率（99.4%） 
③絵本の読み聞かせ実 
施数（1423人） 
④ブックスタートパッ 
クの配布数（1428人）

①受診者数（1352人） 
②受診率（98.5%） 
③絵本の読み聞かせ実 
施数（1352人） 
④ブックスタートパッ 
クの配布数（1368人）

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 3,092 3,104 2,967 2,933 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 24,749 25,061 24,696 24,503 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 21,657 21,957 21,729 21,570 0

0 0

一般財源 3,092 3,104 2,967 2,933 0

3.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 3.00 3.00 3.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

６か月健診受診率

％
目標 98 98 98 98 98

実績 98.9 98.7 99.4 98.5 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】子育て支援係　0857-30-8584 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】なし 
 
【事業の概要】 
　乳児期の健康保持増進を図るためには、定期的に健康診査を受け健康状態を明らかにす 
る必要がある。母子保健法第１３条に基づく健康診査。 
　６か月児に健康診査を行い、成長発達の確認や疾病の早期発見をし、適切な指導を行う 
ことで、６か月児の心身の健やかな成長を図る。 
 
【事業の成果】 
　身体計測・小児科医の診察、栄養指導（栄養士）・保健指導（保健師） 
　絵本の読み聞かせ、ブックスタートパックの配布を実施する。 
（事業の成果）　　　　　　 決算額　　　　　　 受診者数（受診率） 
　平成２９年度　　　３，１０３，６９８円　１，４１９人（９８．７％） 
　平成３０年度　　　２，９６６，９０７円　１，４２３人（９９．４％） 
　令和元年度　　　　２，９３２，９４０円　１，３５２人（９８．５％） 
 
【今後の取り組み】 
　子どもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており 
今後も継続実施する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
６か月健診受診率

101% 101% 101% 101%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

子どもの成長、発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継続して実施する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

これまで幼児の発達支援の教室に参加した延べ人数としていたが、親子で１組の単位に変更した。

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

152 121 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

ふれあい学級参加延べ人数（組）

組
目標 250 180 180 150 180

実績 207 165

3.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 3.00 3.00 3.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 21,657 21,957 21,729 21,570 0

0 0

一般財源 1,199 773 614 677 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 400 654 500

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 1,199 1,173 1,268 1,177 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 22,856 23,130 22,997 22,747 0

0

地方債 0 0

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①幼児学級 
②地区健康教育 
③育児サロンなど

①幼児学級 
②地区健康教育 
③育児サロンなど

①幼児学級 
②地区健康教育 
③育児サロンなど

①幼児学級 
②地区健康教育 
③育児サロンなど

①幼児学級 
②地区健康教育 
③育児サロンなど

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①幼児学級 
（23回　延207組） 
②地区健康教育 
（147回　3239人） 
③小中学校教育 
（6回　236人）

①幼児学級 
（23回　延165組） 
②地区健康教育 
（144回　3497人） 
③小中学校教育 
（4回　171人）

①幼児学級 
（23回　延152組） 
②地区教育 
（152回　2,915人） 
③小中学校教育 
（3回　64人）

①幼児学級 
（21回　延121組） 
②地区教育 
（138回　1,792人） 
③小中学校教育 
（3回　90人）

　

対象
（何を、誰を）

妊婦及び乳幼児及びその保護者、学童期、思春期の児童、生徒

意図
（どのような状態
にするために）

母子の愛着形成を促進し、子どもの健やかな成長・発達を促したり、育児不安の解消を図る。児童・生徒の健全な
発育、発達を促す。

手段
（どうするのか）

保健センターや各地区公民館等に出向き、子育てに関する教育・相談を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 育児等健康支援事業費 予算事業コード 01-04-01-03-09-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

母子保健法

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(義務)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 005200 重点施策 該当なし

事務事業名 育児等健康支援事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　健康・子育て推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

育児不安を軽減し、健やかな親子関係と子どもの健やかな育ちを支援するため継続実施する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

2
　

3
　

92% 84% 81%

事務事業の実施概要

【問合せ先】親子保健係 0857-30-8585 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】なし 
 
【事業の概要】 
　１　親子の健康づくりや育児等の教育を実施し、正しい知識を普及するとともに育児の 
　　　孤立化や育児不安の軽減を図る。 
　２　親子教室において、親子の愛着形成を促進し子どもの健やかな発達を促す。 
 
【事業の成果】 
　１　メディア情報が氾濫する中で、正しい知識を直接的に得られる場となっている 
　２　親子教室では発達に心配を抱える保護者が子どもへの関わり方を体得するとともに、 
　　　保護者同士情報交換する場をもつことで、育児不安の軽減に繋がっている。 　　 
　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　 
            　　 　決算額　　　幼児学級　　 　地区健康教育　母子栄養食品支給 
              　　　　　　　　  （延人数）    　 （延人数）     妊婦  　乳児 
　平成29年度　　　1,173,073円　23回（165組）　144回（3,497人）　 13人　　 0人　 
　平成30年度　　　1,268,523円　23回（152組）　152回（2,915人）　 10人  　 0人 
　令和元年度　　　1,176,649円　21回（121組）　138回（1,792人）　  7人  　 0人 
 
【今後の課題・方向性】 
　子どもの健やかな育ちを図るために、今後も継続実施する。 
　切れ目のない健康づくりを展開するために、地域や学校と連携を図っていくことも必要。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
ふれあい学級参加延べ人数（組）

83%



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

特定不妊治療の対象となった市民が助成を受けた人数

特定不妊治療の対象となった市民が助成を受けた件数

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 005300 重点施策 ひとづくり

事務事業名 特定不妊治療助成事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　健康・子育て推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成21年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 補助金交付

対象
（何を、誰を）

特定不妊治療を受けた夫婦

意図
（どのような状態
にするために）

子どもを望む夫婦が安心して子どもを産み育てることができるようにする。

手段
（どうするのか）

特定不妊治療費の一部を助成する

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 特定不妊治療助成事業費 予算事業コード 01-04-01-03-36-03

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①特定不妊治療に要し 
た費用のうち鳥取県の 
助成金を差し引いた額 
を1回5万円を限度に助 
成する。（制度改正に 
より、国は妻の治療開 
始年齢により助成制限 
を設ける）

①特定不妊治療に要し 
た費用のうち鳥取県の 
助成金を差し引いた額 
を1回5万円を限度に助 
成する。（Ｈ２９年度 
より、治療開始日の妻 
の年齢が４３歳以上は 
助成対象外）

①特定不妊治療に要し 
た費用のうち鳥取県の 
助成金を差し引いた額 
を1回5万円を限度に助 
成する。

①特定不妊治療に要し 
た費用のうち鳥取県の 
助成金を差し引いた額 
を1回5万円を限度に助 
成する。

①特定不妊治療に要し 
た費用のうち鳥取県の 
助成金を差し引いた額 
を1回5万円を限度に助 
成する。

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①特定不妊治療に要し 
た費用のうち鳥取県の 
助成金を差し引いた額 
を1回5万円を限度に助 
成する。（制度改正に 
より、国は妻の治療開 
始年齢により助成制限 
を設ける）

①特定不妊治療に要し 
た費用のうち鳥取県の 
助成金を差し引いた額 
を1回5万円を限度に助 
成する。（Ｈ２９年度 
より、治療開始日の妻 
の年齢が４３歳以上は 
助成対象外）

①特定不妊治療に要し 
た費用のうち鳥取県の 
助成金を差し引いた額 
を1回5万円を限度に助 
成する。（Ｈ２９年度 
より、治療開始日の妻 
の年齢が４３歳以上は 
助成対象外）

①特定不妊治療に要し 
た費用のうち鳥取県の 
助成金を差し引いた額 
を1回5万円を限度に助 
成する。（Ｈ２９年度 
より、治療開始日の妻 
の年齢が４３歳以上は 
助成対象外）

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 13,686 14,429 16,137 14,513 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 18,017 18,820 20,483 18,827 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 4,331 4,391 4,346 4,314 0

0 0

一般財源 13,686 14,429 16,137 14,513 0

0.60 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.60 0.60 0.60

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】特定不妊治療費助成実人員

人
目標 180 180 180 180 180

実績 179 208 207 211 0

350 350

実績 384 404 451 410 0

（指標の説明）
特定不妊治療費助成延べ件数

件
目標 350

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

350 350

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

■ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】子育て支援係　0857-30-8584 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業計上の経過】なし 
　 
【事業の概要】 
　不妊治療が年々増加している中で、体外受精、顕微授精は医療保険が適用されず、高額 
な医療費を全額自己負担している状況にある。経済的負担が原因で子どもを諦める夫婦が 
ないように治療費を助成することで子どもを望む夫婦が安心して子どもを産み育てる環境 
づくりを行うために、鳥取県特定不妊治療助成事業の対象となった人に対して治療費の追 
加助成を行う。 
 
【事業の成果】 
　鳥取県特定不妊治療助成事業の対象となった費用から、鳥取県の助成金を控除した額又 
は５万円（以前に凍結した胚を解凍して胚移植を実施した治療については２万５千円）の 
いずれか低い額を助成する。 
（事業の成果）（平成２１年度助成制度開始） 
　　　　　　　　　　　　決算額　　　　　　　　 助成件数 
　平成２９年度　１４，４２８，６７８円　実２０８名（延４０４件） 
　平成３０年度　１６，１３７，３２５円　実２０７名（延４５１件） 
　令和元年度　　１４，５１２，８３７円　実２１１名（延４１０件）　 
 
【今後の課題・方向性】 
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続実施する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】特定不妊治療費助成実人員

99% 116% 115% 117%

2
特定不妊治療費助成延べ件数

110% 115% 129% 117%

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

少子化対策の一環として、市民が安心して子どもを産める環境づくりは継続的に必要である。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

一般不妊治療の対象となった市民が助成を受けた人数

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 005400 重点施策 ひとづくり

事務事業名 一般不妊治療助成事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　健康・子育て推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成23年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

県の一般不妊治療費助成事業の交付決定を受け、かつ申請時に市内に１年以上居住している人

意図
（どのような状態
にするために）

一般不妊治療に係る経済的な負担を軽減するため

手段
（どうするのか）

一般不妊治療費の一部を助成する

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 一般不妊治療助成事業費 予算事業コード 01-04-01-03-36-04

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①一般不妊治療費助成 ①一般不妊治療費助成 ①一般不妊治療費助成 ①一般不妊治療費助成 ①一般不妊治療費助成

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①一般不妊治療費助成 
（延６８件）

①一般不妊治療費助成 
（延１１８件）

①一般不妊治療費助成 
（延１０２件）

①一般不妊治療費助成 
（延８３件）

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 676 1,168 892 673 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 2,120 2,632 1,616 1,392 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 1,444 1,464 724 719 0

0 0

一般財源 676 1,168 892 673 0

0.10 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.20 0.20 0.10

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】一般不妊治療費助成実人員

人
目標 50 50 50 50 50

実績 68 100 90 83 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】子育て支援　0857-30-8584 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】なし 
 
【事業の概要】 
　保険適用とならない人工授精の費用の一部を助成することにより、治療に係る経済的な 
負担を軽減する。 
　特定不妊治療費については助成が行われていたが、特定不妊治療の前段である人工授精 
については保険適用となっていなかったため、子どもを産み育てたいが不妊に悩む夫婦の 
治療に係る経済的負担が大きかった。県が平成２３年７月１日に人工授精費助成事業を開 
始したことに伴い、上乗せ助成をすることで少子化対策の施策とするため、市は平成２３ 
年１０月１日に制度を開始した。 
 
【事業の成果】 
　（事業の成果） 
　平成２９年度　決算額　１，１６７，７２２円　助成件数　実１００名（延１１８件） 
　平成３０年度　決算額　　　８９２，０２６円　助成件数　実　９０名（延１０２件） 
　令和元年度　　決算額　　　６７３，０９８円　助成件数　実　７３名（延　８３件） 
 
【今後の課題・方向性】 
　今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続実施する。 
　平成３０年度からは、県の助成制度に基づく助成も鳥取市が行うこととなる。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】一般不妊治療費助成実人員

136% 200% 180% 166%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

今後とも子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続して実施していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

不育治療の対象となった市民が助成を受けた人数

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 005500 重点施策 ひとづくり

事務事業名 不育治療助成事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　健康・子育て推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成27年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 鳥取市不育治療費等助成金交
付要綱

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 補助金交付

対象
（何を、誰を）

不育症のため、子どもを持つことが困難な夫婦に

意図
（どのような状態
にするために）

不育症に係る検査及び治療を受けた場合に、その検査費及び治療費の一部を助成することにより、その 
経済的負担の軽減を図り、

手段
（どうするのか）

子どもを望む夫婦が安心して子どもを産むことができるよう支援を行うことを目的として交付する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 不育治療助成事業費 予算事業コード 01-04-01-03-36-05

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①不育治療費等助成金 
交付

①不育治療費等助成金 
交付

①不育治療費等助成金 
交付

①不育治療費等助成金 
交付

①不育治療費等助成金 
交付

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①不育治療費等助成金 
交付（実件数：６件）

①不育治療費等助成金 
交付（実件数：７件）

①不育治療費等助成金 
交付（実件数：7件）

①不育治療費等助成金 
交付（実件数：13件）

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 47 204 109 303 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 769 936 833 1,022 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 23 95 54 100

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 722 732 724 719 0

0 0

一般財源 24 109 55 203 0

0.10 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.10 0.10 0.10

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】不育治療等費助成実人員

人
目標 5 5 5 5 5

実績 6 7 7 13 0

10 10

実績 6 7 7 13 0

（指標の説明）
不育治療費等助成金交付件数

件
目標 10

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

10 10

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

■ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】子育て支援係　0857-30-8584 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】なし 
 
【事業の概要】 
　（歳入）市町村子育て応援交付金 
　　不育症の検査・治療を受けている夫婦に対し、保険適用外の医療費負担の軽減を図る 
　ため、費用の一部を助成する制度を平成２７年４月１日から実施。 
　対象者：法律上の婚姻をしている夫婦で、申請時に市内に引き続き１年以上居住してお 
　　　　　り、日本産科婦人科学会専門医が所属する医療機関において不育症と診断され 
　　　　　、治療を受けている、など諸要件を満たす方 
　助成額：不育症に係る診断・治療に要した保険適用外の金額の２分の１を助成。１年度 
　　　　　につき１０万円、通算５年度を上限とする。 
 
【事業の成果】　 
（歳入）市町村子育て応援交付金 
　　　　２００，０００円×１／２＝１００，０００円（県支出金） 
（事業の成果） 
　平成２９年度　決算額　２０３，５８８円　助成件数　実　７名（延　７件） 
　平成３０年度　決算額　１０８，４９４円　助成件数　実　７名（延　７件） 
　令和元年度　　決算額　３０２，８７０円　助成件数　実１３名（延１３件） 
 
【今後の課題・方向性】 
　子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、継続実施する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】不育治療等費助成実人員

120% 140% 140% 260%

2
不育治療費等助成金交付件数

60% 70% 70% 130%

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

子どもを産み育てる環境づくりを進めていくため、実施していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 005600 重点施策 該当なし

事務事業名 妊婦歯科健診事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　健康・子育て推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 外部委託

対象
（何を、誰を）

妊婦

意図
（どのような状態
にするために）

妊婦が適切に口腔管理をすることで、出生児へのむし歯菌の母子感染を防ぎ、母子ともに生涯を通じて健全な口腔
機能を維持していくため

手段
（どうするのか）

妊婦の歯科健康診査費を助成することで経済的な軽減を図り、歯科健診を受けやすくし、母子の口腔衛生の向上が
図られるよう支援する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 妊婦歯科健診事業費 予算事業コード 01-04-01-03-38-04

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①妊婦の歯科健康診査 
費を助成する

①妊婦の歯科健康診査 
費を助成する

①妊婦の歯科健康診査 
費を助成する

①妊婦の歯科健康診査 
費を助成する

①妊婦の歯科健康診査 
費を助成する

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①妊婦歯科検診受診者 
553人

①妊婦歯科検診受診者 
532人

①妊婦歯科検診受診者 
574人

①妊婦歯科検診受診者 
571人

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 1,129 1,107 1,174 1,172 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 1,851 1,839 1,898 1,891 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 353 600 580 560

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 722 732 724 719 0

0 0

一般財源 776 507 594 612 0

0.10 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.10 0.10 0.10

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

妊婦歯科検診受診者数

人
目標 425 425 425 425 425

実績 553 532 574 571 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

■ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】子育て支援係　0857-30-8584 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】なし 
 
【事業の概要】 
（歳入）とっとり版ネウボラ推進事業費補助金（県支出金） 
　妊娠をきっかけとして、妊婦が適切に口腔管理をすることは、早産の予防や出生児への 
むし歯菌の母子感染を防ぎ、母子ともに生涯を通じて健全な口腔機能を維持していくこと 
につながる。 
　妊婦の歯科健康診査費を助成することで経済的な負担の軽減を図り、歯科健診を受けや 
すくし、母子の口腔衛生の向上が図られるよう支援する。 
 
【事業の成果】 
　平成２８年度より、母子手帳に併せて妊婦歯科健診受診票を交付する。 
　助成金は２，０００円（全額）とする（ふしめ歯科検診と同額）。 
（委託先）一般社団法人鳥取県東部歯科医師会 
（歳入）とっとり版ネウボラ推進事業費補助金（県支出金） 
　対象経費１，１３８，０００円×１／２＝５６９，０００円 
（事業の成果） 
　平成２９年度　決算額　　　１，１０７，２０８円　助成件数　５３３件 
　平成３０年度　決算額　　　１，１７３，９２０円　助成件数　５７４件 
　令和元年度　　決算額　　　１，１７１，９１９円　助成件数　５７１件 

【今後の取り組み】 
　妊娠歯科健診の必要性や、生涯を通じて健全な口腔機能を維持していくことの重要性を 
継続して啓発する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
妊婦歯科検診受診者数

130% 125% 135% 134%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

生涯を通じて口腔機能を維持していく出発点として、継続して啓発していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

新生児のうち聴覚検査を受けた者の割合

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 005700 重点施策 該当なし

事務事業名 新生児聴覚検査費助成事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　健康・子育て推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成28年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 その他

対象
（何を、誰を）

新生児

意図
（どのような状態
にするために）

障がいの早期発見・適切な療育により、ことばの発達が見込まれる児もあることから、両側の耳の聞こえの障がい
を早期に発見するため。

手段
（どうするのか）

より多くの新生児が検査を受けられるよう、新生児聴覚検査の費用を助成する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 新生児聴覚検査費助成事業費 予算事業コード 01-04-01-03-34-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①受診券を交付 ①受診券を交付 ①受診券を交付 ①受診券を交付 ①受診券を交付

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①妊婦健診受診者全員 
に交付 
 
※参考 
出生数：1,399人 
受診者数：1,213件 
（H28.4.1~H29.2.29）

①妊婦健診受診者全員 
に交付 
 
※参考 
出生数：1,420人 
受診者数：1,270件 
（H29.3.1~H30.2.29）

①妊婦健診受診者全員 
に交付 
 
※参考 
出生数：1,442人 
受診者数：1,244件 
（H30.3.1~H31.2.29）

①妊婦健診受診者全員 
に交付 
 
※参考 
出生数：1,332人 
受診者数：1,155件 
（H31.3.1~R2.2.29）

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 2,523 2,640 2,586 2,402 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 3,967 4,104 4,035 3,840 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 1,657 2,640 2,586

人件費　Ｂ 1,444 1,464 1,449 1,438 0

2,402 0

一般財源 866 0 0 0 0

0.20 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.20 0.20 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

受診率

％
目標 92 100 100 100 100

実績 86.6 89.4 86.3 86.7 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】子育て支援係 0857-30-8584 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】なし 
 
【事業の概要】 
　両側の耳のきこえに障がいをもつ新生児は、１，０００人に１～２人の割合でいると言 
われており、ことばの発達や学習に影響を及ぼす。障がいの早期発見・適切な療育により 
、ことばの発達が見込まれる児もある。全新生児が聴覚検査を受けられるよう、検査費用 
を助成するものである。 
 
【事業の成果】 
　平成２８年度より新生児聴覚検査の検査費用の一部、１人１回２，０００円を上限に助 
成する。 
（事業の成果） 
　平成２９年度　決算額　２，６４０，１５６円　助成件数　１，２９２件 
　平成３０年度　決算額　２，５８５，５９７円　助成件数　１，２４４件 
　令和元年度　　決算額　２，４０１，９８１円　助成件数　１，１５５件 
 
【今後の課題・方向性】 
　全新生児が聴覚検査を受けることが出来るよう今後も助成していく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
受診率

94% 89% 86% 87%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
目標値には及ばなかったが、達成率は昨年度より0.4ポイント上がっており、概
ね年度目標は達成されたと考える。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

全新生児が検査を受け、聴覚の障がいが早期発見できるよう、今後も検査費用を助成する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

基準値は平成２６年度実績。

基準値は平成２９年度実績。

　

0

（指標の説明）

215 200

2

（指標の説明）

100 100 100

実績 0 0 78 69 0

（指標の説明）
【KPI】トワイライトステイ延べ日数

日
目標 100

3

【KPI】平日日帰りステイ延べ日数

日
目標 0

750 443 0

200 200

実績 229 218 213 231 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】ショートステイ延べ日数

日
目標 686 715 700 700 700

実績 730 717

0.40 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.50 0.30 0.40

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 3,610 2,196 2,897 2,876 0

434 0

一般財源 1,502 2,452 1,034 898 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 3,050 2,874 2,894 1,740

その他 710 564 455

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 5,262 5,890 4,383 3,072 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 8,872 8,086 7,280 5,948 0

0

地方債 0 0

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①ショートステイ利用 
日数：782日 
②トワイライトステイ 
利用日数：234日

①ショートステイ利用 
日数：715日 
②平日日帰りステイ利 
用日数：23日 
③トワイライトステイ 
利用日数：215日

①ショートステイ利用 
日数：700日 
②平日日帰りステイ利 
用日数：100日 
③トワイライトステイ 
利用日数：200日

①ショートステイ利用 
日数：750日 
②平日日帰りステイ利 
用日数：80日 
③トワイライトステイ 
利用日数：220日

①ショートステイ利用 
日数：750日 
②平日日帰りステイ利 
用日数：80日 
③トワイライトステイ 
利用日数：220日

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①ショートステイ利用 
日数：730日 
②トワイライトステイ 
利用日数：229日

①ショートステイ利用 
日数：717日 
②平日日帰りステイ利 
用日数：108日 
③トワイライトステイ 
利用日数：218日

①ショートステイ利用 
日数：750日 
②平日日帰りステイ利 
用日数：78日 
③トワイライトステイ 
利用日数：213日

①ショートステイ利用 
日数：443日 
②平日日帰りステイ利 
用日数：69日 
③トワイライトステイ 
利用日数：231日

　

対象
（何を、誰を）

市内在住の児童、保護者

意図
（どのような状態
にするために）

保護者の疾病等で家庭における児童の養育が、一時的に困難となった場合に短期間預かることで、児童及びその家
庭の生活を支援

手段
（どうするのか）

ショートステイ事業、平日日帰りステイ事業、トワイライトステイ事業を鳥取こども学園、青谷こども学園に委託
して実施する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 子育て支援短期利用事業費 予算事業コード 01-03-02-01-14-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 外部委託

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 005800 重点施策 ひとづくり

事務事業名 子育て短期支援事業 所属名 健康こども部　こども家庭相談センター

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成15年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

■ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

保護者の養育支援や児童の健全育成が図られる環境を確保するため、今後も制度を継続して維持する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
保護者の疾病等で、家庭内における児童の養育が一時的に困難となった場合
に短期間預かることで、児童及びその家庭の生活を支援することができた。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
支援が必要な保護者に対して、ほぼ目標値どおりの取組みを進めることができ
た。

69%

2
【KPI】トワイライトステイ延べ日数

229% 101% 107% 116%

3
【KPI】平日日帰りステイ延べ日数

78%

100% 107% 63%

事務事業の実施概要

【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８９（健０２９）  
  
【事業の概要】  
　仕事、疾病、家庭の事情等により一時的に家庭での養育が困難なとき、その間の養育を 
頼れる支援者のない保護者を支援するため、宿泊を伴うショートステイ事業、平日日中の
平日日帰りステイ、平日夜間・休日のトワイライトステイ事業による一時預かりを児 童養
護施設に委託し実施している。  
  
【事業の成果】  
　利用延べ日数　　ショートステイ　　平日日帰りステイ　　トワイライトステイ  
　　平成29年度　　　　717日　　　　　　　　108日　　　　　　　　218日  
　　平成30年度　　　　564日　　　　　　　　 78日　　　　　　　　213日  
　　令和元年度　　　　443日　　　　　　　　 69日　　　　　　　　231日  
  
【今後の課題・方向性】  
　今後も保護者の養育支援や児童の健全育成が図られる環境を確保するため、これまでの 
制度を継続して維持する。 
  
　※その他財源の諸収入は、子育て短期支援事業利用者負担金。  

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】ショートステイ延べ日数

106%



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

児童クラブの設置数。

児童クラブの入級児童数

　

0

（指標の説明）

2534 2767

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
児童クラブ利用者数

人
目標 2321

3

　

　
目標 0

62 68 0

2884 3144

実績 2288 2428 2682 2873 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】児童クラブ設置数

箇所
目標 50 53 55 67 71

実績 54 56

2.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 2.00 2.00 2.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 14,438 14,638 14,486 14,380 0

3 0

一般財源 120,029 158,977 151,397 165,911 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 249,411 282,592 266,349 352,390

その他 3 3 3

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 401,043 491,672 417,749 518,304 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 415,481 506,310 432,235 532,684 0

0

地方債 31,600 50,100

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①放課後児童クラブの 
設置・運営 
②保護者会等に運営委 
託

①放課後児童クラブの 
設置・運営 
②保護者会等に運営委 
託

①放課後児童クラブの 
設置・運営 
②保護者会等に運営委 
託

①放課後児童クラブの 
設置・運営 
②保護者会等に運営委 
託

①放課後児童クラブの 
設置・運営 
②保護者会等に運営委 
託

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①放課後児童クラブ設 
置54クラブ 
②保護者会等に委託し 
運営

①放課後児童クラブ設 
置56クラブ 
②保護者会等に委託し 
運営

①放課後児童クラブ設 
置62クラブ 
②保護者会等に委託し 
運営

①放課後児童クラブ設 
置68クラブ 
②保護者会等に委託し 
運営

　

対象
（何を、誰を）

小学校児童・保護者

意図
（どのような状態
にするために）

昼間保護者が就労のため家にいない小学校児童を授業の終了後預かり、適切な遊び及び生活の場を与えることで児
童の健全育成を図る。

手段
（どうするのか）

小学校児童を学校の余裕教室や専用施設等で預かり、遊びや集団生活の場を提供する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 放課後児童対策事業費 予算事業コード 01-03-02-01-10-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

児童福祉法、鳥取市放課後児童
健全育成支援事業の設備及び
運営に関する基準を定める条例施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(義務)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 005900 重点施策 ひとづくり

事務事業名 放課後児童対策事業 所属名 教育委員会事務局　学校教育課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成 3年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡充 ■ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

高学年を含めた授業終了後の児童預かり要望は依然多く、適切な遊び及び生活の場となる放課後児童クラブの役割は大きい。今後入級児童の増加
に伴う開設場所確保は急務であり、適宜、小学校、保護者会等と分割・拡充協議を行うことで、事業を継続していく必要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

2
児童クラブ利用者数

99% 96% 97% 100%

3
　

106% 113% 101%

事務事業の実施概要

【問合せ先】学務係 0857-30-8411  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２１５（教００７）  
　　　　　　　　　　　２月補正（追加）・Ｐ３（教００１） 
  
【事業の概要】  
　保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、遊びや生活 
の支援を行い、児童の心身共に健全な育成を図る。 
  
【事業の成果】  
　平成29年度　５６クラブ　２，４２８人入級　４９１，６７２千円 
　平成30年度　６２クラブ　２，６８２人入級　４１７，７４９千円 
　令和元年度　６８クラブ　２，８７３人入級　５１８，３０４千円 
  
【今後の課題・方向性】  
　放課後児童クラブへの入級希望児童数は増加傾向にあり、新規開設や既存クラブの分割 
・拡充のため、場所の確保が必要である。また、放課後児童クラブ支援員等の確保が課題 
となっており、処遇改善等の取組が必要である。 
 
 
　※その他財源の使用料は、電柱使用料。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】児童クラブ設置数

108%



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

基準値は平成２６年度実績。目標値は累計

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 006000 重点施策 ひとづくり

事務事業名 保育所緊急整備事業 所属名 健康こども部　こども家庭課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 建設、整備

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

認定こども園を開設する学校法人、保育園等の改築を行う民間法人

意図
（どのような状態
にするために）

保育園、認定こども園、小規模保育事業所等の開設による園児受け入れ体制を整備し、待機児童対策を推進する

手段
（どうするのか）

整備費の一部補助

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 保育所緊急整備事業費補助金 予算事業コード 01-03-02-03-03-16

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①民間法人の実施する 
保育所等整備支援

①民間法人の実施する 
保育所等整備支援

①民間法人の実施する 
保育所等整備支援

①民間法人の実施する 
保育所等整備支援

①民間法人の実施する 
保育所等整備支援

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①民間法人の実施する 
保育所等整備支援（補 
助金交付）：２園

①民間法人の実施する 
保育所等整備支援（補 
助金交付）：５園

①民間法人の実施する 
保育所等整備支援（補 
助金交付）：２園

①民間法人の実施する 
保育所等整備支援（補 
助金交付）：３園

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 51,468 210,432 647,838 124,317 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 57,243 216,287 653,632 130,069 0

0

地方債 0 0 74,800 10,900 0直接経
費の財
源内訳

国・県 45,750 185,537 545,101 110,370

その他 0 0 377

人件費　Ｂ 5,775 5,855 5,794 5,752 0

0 0

一般財源 5,718 24,895 27,560 3,047 0

0.80 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.80 0.80 0.80

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】地域型保育事業所数（5か年累計）

園
目標 2 4 6 11 11

実績 4 8 11 14 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

■ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡充 ■ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】   
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８０（健０１１）  
  
【事業の概要】   
　近年の保育需要の増大により保育ニーズの低年齢化が進むなか、保育園の収容力不足の 
解消や幼保連携の推進を図るため、対応施設の整備が必要となっており、民間法人が計画 
している施設整備等に対する助成を行い、待機児童対策及び保育環境の向上に資する。  
  
【事業の成果】   
○補助事業 
  平成29年度　６園　１９３，７４７千円  
　平成30年度　２園　６４６，３４４千円  
　令和元年度　３園　１２４，３１７千円  
（①社会福祉法人浜坂会、②社会福祉法人にじ色会、③社会福祉法人鳥取福祉会）  
 
○前年度事業実績に伴う国費返還金 
　平成29年度　　　９３６千円 
　平成30年度　１，４９４千円 
　令和元年度　　　　　　０円 
  
【今後の課題・方向性】  
　保育の必要量を勘案しながら、園児の受け入れ体制の整備と待機児童対策として継続実 
施する。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】地域型保育事業所数（5か年累計）

200% 200% 183% 127%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
順調

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
順調

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

保育の必要量を勘案しながら、園児の受け入れ体制の整備と待機児童対策として継続実施する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

支援対象は保護者であるため、指標として保護者数を設定

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 006100 重点施策 該当なし

事務事業名 子育て支援センター事業 所属名 健康こども部　こども家庭課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 地域子育て支援センター実施要
綱

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 外部委託

対象
（何を、誰を）

未就学児及びその保護者

意図
（どのような状態
にするために）

地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図るため、地域の子育て家庭に対する育児支援を行う。

手段
（どうするのか）

私立子育て支援センター（こばと）の運営

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 子育て支援センター運営委託費 予算事業コード 01-03-02-04-03-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①こばと子育て支援セ 
ンターの運営

①こばと子育て支援セ 
ンターの運営

①こばと子育て支援セ 
ンターの運営

①こばと子育て支援セ 
ンターの運営

①こばと子育て支援セ 
ンター閉所に伴い事業 
う終了

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①こばと子育て支援セ 
ンターの運営 
センター利用者数：延 
5,164人（保護者＋子 
ども）

①こばと子育て支援セ 
ンターの運営 
センター利用者数：延 
2,463人（保護者＋子 
ども）

①こばと子育て支援セ 
ンターの運営 
センター利用者数：延 
1,927人（保護者＋子 
ども）

①こばと子育て支援セ 
ンターの運営 
センター利用者数：延 
1,859人（保護者＋子 
ども） 

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 7,297 7,803 7,803 7,803 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 8,741 9,267 9,252 9,241 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 4,864 5,202 5,202 5,202

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 1,444 1,464 1,449 1,438 0

0 0

一般財源 2,433 2,601 2,601 2,601 0

0.20 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.20 0.20 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

延べ利用保護者数

人
目標 2000 2000 2000 2000 0

実績 2271 1010 976 921 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

■ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 ■ ５－２ 意図的に廃止

■ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】指導係　0857-30-8237 

【１０次総の施策体系】№1201 

【事業の経過及び背景】子どもが保育園等に通っていなく、就学前の子どものいる家庭に対
する育児支援が求められる。 

【事業の目的及び効果】地域全体で子育てを支援する基盤の形成を図るため、未就園家庭の
集い、支援の場として母子生活支援施設内に支援センターを設置し、地域の子育て家庭に対
する育児支援を行うもの。 

【事業の内容・実績】 
○育児不安等についての相談、支援の実施 
○地域の保育資源の情報提供 
○子育て親子の交流の場の提供と保護者間等の交流の促進 
○子育て及び子育て支援に関する講習等の実施 
 
こばと子育て支援センター 
利用人数　H28年度　5,164人、H29年度　2,463人　H30年度1,927人　R元年度1,859人 
　　　　　　 
【今後の取り組み】閉所に伴い事業なし 
 
※地域子ども子育て支援事業（補助率：国３分の１、県３分の１）

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
延べ利用保護者数

114% 51% 49% 46%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
駐車場の利用制限等により利用者が減少。3月には新型コロナウイルス感染症
対応のため、当センターでも行事を中止し、来園を控えた世帯が多かったと考
えられる。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
令和元年度をもってこばと子育て支援センターは計画通り閉所する。

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

令和元年度をもってこばと子育て支援センターは計画通り閉所する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 006200 重点施策 該当なし

事務事業名 私立幼稚園就園奨励事業 所属名 健康こども部　こども家庭課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 私立幼稚園就園奨励費補助金
交付要綱

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 補助金交付

対象
（何を、誰を）

私立幼稚園に就園させている保護者

意図
（どのような状態
にするために）

私立幼稚園への就園を促進するため、保護者の経済的負担を軽減する。

手段
（どうするのか）

私立幼稚園の入園料・授業料の一部について、市民税所得割の区分に応じて減免する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 私立幼稚園就園奨励費補助金 予算事業コード 01-09-01-04-01-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①補助金交付 
・対象幼稚園７園 
・対象人数６５０人

①補助金交付 
・対象幼稚園７園 
・対象人数６５０人

①補助金交付 
・対象幼稚園４園 
・対象人数３５０人

①補助金交付 
・対象幼稚園３園 
・対象人数３００人

　

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①補助金交付 
・対象幼稚園７園 
・対象人数６３５人

①補助金交付 
・対象幼稚園７園 
・対象人数６３７人

①補助金交付 
・対象幼稚園４園 
・対象人数３１５人

①補助金交付 
・対象幼稚園４園 
・対象人数２３８人

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 62,679 63,831 31,057 12,501 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 64,845 66,027 33,230 14,658 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 19,198 20,268 10,351 4,167

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 2,166 2,196 2,173 2,157 0

0 0

一般財源 43,481 43,563 20,706 8,334 0

0.30 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.30 0.30 0.30

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

交付人数

人
目標 650 650 350 300 0

実績 635 637 315 238 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

□ ２．計画どおり

■ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

■ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

■ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 ■ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】保育係 0857-30-8238  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８３（健０１７）   
  
【事業の概要】   
　私立幼稚園への就園を促進するため、保護者の経済的負担の軽減する補助制度を設けて 
いる。保護者の経済的負担を軽減することで、幼稚園入園を促し、子どもが幼稚園での集
団生活を経験することによる社会性の発達等に資する。  
　私立幼稚園の入園料、保育料の一部について、市民税所得割の区分に応じて減免する幼 
稚園に対し補助金を交付する。  
  
【事業の成果】  
　平成29年度　６３，８３１千円　　対象者６３７人  
  平成30年度　３１，０５７千円　　対象者３１５人  
　令和元年度　１２，５０１千円　　対象者２３８人  
  
【今後の課題・方向性】  
　本事業は、令和元年10月から始まった幼児教育無償化に伴い９月で廃止となり、令和  
元年度で終了する。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
交付人数

98% 98% 90% 79%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
目標値を下回るものの、対象者すべてに交付を行った。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
順調

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

本事業は、令和元年１０月から始まった幼児教育無償化に伴い９月で廃止となり、令和元年度で終了する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

私立幼稚園

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 006300 重点施策 ひとづくり

事務事業名 私立幼稚園第３子以降保育料無償化事業 所属名 健康こども部　こども家庭課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 私立幼稚園第３子保育料軽減子
育て支援事業補助金交付要綱

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 補助金交付

対象
（何を、誰を）

私立幼稚園

意図
（どのような状態
にするために）

私立幼稚園に通園する多子世帯の経済的負担の軽減及び子育てしやすい環境づくりを促進する。

手段
（どうするのか）

第３子以降の児童に対し、保育料を無償化するため補助金を交付する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 私立幼稚園第３子以降保育料無償化事業補助金 予算事業コード 01-09-01-04-03-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①補助金交付 
・補助対象幼稚園７園 
・補助対象園児数７０ 
人

①補助金交付 
・補助対象幼稚園７園 
・補助対象園児数７０ 
人

①補助金交付 
・補助対象幼稚園４園 
・補助対象園児数４０ 
人

①補助金交付 
・補助対象幼稚園３園 
・補助対象園児数３０ 
人

　

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①補助金交付 
・補助対象幼稚園７園 
・補助対象園児数７４ 
人

①補助金交付 
・補助対象幼稚園７園 
・補助対象園児数８３ 
人

①補助金交付 
・補助対象幼稚園４園 
・補助対象園児数３６ 
人

①補助金交付 
・補助対象幼稚園３園 
・補助対象園児数２９ 
人

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 7,106 7,419 3,502 2,377 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 9,272 9,615 5,675 4,534 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 3,552 3,709 929 1,188

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 2,166 2,196 2,173 2,157 0

0 0

一般財源 3,554 3,710 2,573 1,189 0

0.30 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.30 0.30 0.30

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

幼稚園数

園
目標 7 7 4 3 0

実績 7 7 4 3 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

■ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 ■ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】保育係 0857-30-8238 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９６（健０３９）  
 
【事業の概要】  
　多子世帯の幼稚園保育料を軽減することにより、経済的負担の軽減及び子育てしやすい 
環境づくりを促進する。保護者が幼稚園に支払う保育料から「同時在園保育料軽減」及び 
「就園奨励費補助金」を控除した額（補助対象経費）を交付する。 
 
【事業の成果】 
　平成２９年度　７，４１９千円　　対象者  ８３人 
　平成３０年度　３，５０２千円　　対象者　３６人 
　令和元年度　　２，３７７千円　　対象者　２９人 
 
【今後の課題・方向性】  
　本事業は、令和元年１０月から始まった幼児教育無償化に伴い９月で廃止となり、令和 
元年度で終了する。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
幼稚園数

100% 100% 100% 100%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
順調

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

本事業は、令和元年１０月から始まった幼児教育無償化に伴い９月で廃止となり、令和元年度で終了する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 006400 重点施策 該当なし

事務事業名 障害児地域療育等支援事業 所属名 健康こども部　こども発達支援センター

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成23年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 鳥取県障がい児等地域療育支援
事業実施要綱

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

在宅の重症心身障がい児、知的障がい児、身体障がい児等

意図
（どのような状態
にするために）

在宅の重症心身障がい児、知的障がい児、身体障がい児の地域における生活支援のため、身近な地域で療育指導、
相談等が受けられる療育環境を構築し、もって障がい者支援の向上、充実を図る。

手段
（どうするのか）

訪問療育等指導事業、外来療育等指導事業、施設支援一般指導事業及び相談実施。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 障害児等地域療育支援事業費 予算事業コード 01-03-02-05-02-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①訪問療育等指導事業 
②外来療育等指導事業 
③施設支援一般指導事 
業

①訪問療育等指導事業 
②外来療育等指導事業 
③施設支援一般指導事 
業

①訪問療育等指導事業 
②外来療育等指導事業 
③施設支援一般指導事 
業

①訪問療育等指導事業 
②外来療育等指導事業 
③施設支援一般指導事 
業

①訪問療育等指導事業 
②外来療育等指導事業 
③施設支援一般指導事 
業

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①訪問療育等指導事業 
：31件 
②外来療育等指導事業 
：35件 
③施設支援一般指導事 
業：48件

①訪問療育等指導事業 
：48件 
②外来療育等指導事業 
：38件 
③施設支援一般指導事 
業：76件

①訪問療育等指導事業 
：57件 
②外来療育等指導事業 
：44件 
③施設支援一般指導事 
業：72件

①訪問療育等指導事業 
：38件 
②外来療育等指導事業 
：45件 
③施設支援一般指導事 
業：94件

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 3,989 4,379 4,528 4,408 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 19,489 19,993 20,200 4,408 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 1,014 1,376 1,007 1,198

その他 404 3,002 3,521

人件費　Ｂ 15,500 15,614 15,672 0 0

3,210 0

一般財源 2,571 1 0 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 1.00 1.00 1.00 1.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 0.00

臨時職員 6.00 6.00 6.00 4.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

訪問療育等指導件数

件
目標 50 50 50 50 50

実績 31 48 57 38 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

■ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】発達支援係 0857-30-8561  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要の目次：当初予算・Ｐ９１（健０３４）  
  
【事業の概要】  
　在宅の発達に困難感を抱える児童の生活支援のため、身近な地域において療育指導を受 
け、相談できるよう療育環境を構築し、児童の発達支援の向上・充実を図るもの。  
  
【事業の成果】  
　訪問療育指導：H29年度48件　H30年度57件　R元年度38件  
　外来療育指導：H29年度38件　H30年度44件　R元年度45件  
　施設支援指導：H29年度76件　H30年度72件　R元年度94件  
  
【今後の課題・方向性】  
　障がい者支援策充実のため、継続して実施するものである。
　※その他財源の負担金は 、施設給付費負担金。 
　※その他財源の諸収入は、地域療育等支援事業利用料収入。      

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
訪問療育等指導件数

62% 96% 114% 76%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
感染症の流行による自粛の影響

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

発達支援を必要とされる児童、保護者の他、施設運営側からのニーズは高いものと考え、今後もより一層療育の充実を図っていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

家庭訪問を行う支援員数の雇用数

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

5 5 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

訪問支援員数

人
目標 5 5 5 5 5

実績 5 5

0.30 0.00

嘱託職員 0.00 0.20 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.30 0.20 0.30

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 2,166 1,860 2,173 2,157 0

0 0

一般財源 1,282 1,908 291 1,140 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 3,532 2,428 2,716 1,944

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 4,814 4,336 3,007 3,084 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 6,980 6,196 5,180 5,241 0

0

地方債 0 0

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①CAPTAに家庭訪問支 
援員の派遣委託 
②非常勤の心理相談員 
によるカウンセリング

①CAPTAに家庭訪問支 
援員の派遣委託 
②非常勤の心理相談員 
によるカウンリング

①CAPTAに家庭訪問支 
援員の派遣委託 
②非常勤の心理相談員 
によるカウンセリング

①CAPTAに家庭訪問支 
援員の派遣委託 
②非常勤の心理相談員 
によるカウンセリング

①CAPTAに家庭訪問支 
援員の派遣委託 
②非常勤の心理相談員 
によるカウンセリング

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①CAPTA支援員による 
家庭訪問 
11件、延べ475回 
②心理相談員によるカ 
ウンセリング 
24人、延べ176回

①CAPTA支援員による 
家庭訪問 
10件、延べ357回 
②心理相談員によるカ 
ウンセリング 
24人、延べ178回

①CAPTA支援員による 
家庭訪問 
10件、延べ259回 
②心理相談員によるカ 
ウンセリング 
19人、延べ96回

①CAPTA支援員による 
家庭訪問 
11件、延べ247回 
②心理相談員によるカ 
ウンセリング 
12人、延べ109回

　

対象
（何を、誰を）

子育て不安が強い妊婦や、若年での出産や養育者が産後うつ状態であったり子育てに対して強い不安や孤立感等を
抱えているなど、養育の支援が特に必要と認められる家庭の児童及び養育者

意図
（どのような状態
にするために）

十分な養育が行なわれるように支援する

手段
（どうするのか）

・産褥期の母子に対する育児指導や家事援助　　・未熟児や多胎児等に対する育児指導や家事援助　　　　　　・
養育者に対する身体的・精神的不調状態に対する相談・指導　　・若年の養育者に対する育児相談・指導 
・児童が施設等を退所後にアフターケアを必要とする家庭等に対する養育相談・支援 
・妊婦や養育者及び児童の心理的安定を図る為のカウンセリング

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 養育支援訪問事業費 予算事業コード 01-03-02-01-60-02

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 外部委託

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 006500 重点施策 該当なし

事務事業名 養育支援訪問事業 所属名 健康こども部　こども家庭相談センター

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成21年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡充 ■ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

養育者による家庭での養育が、適切かつ十分に行われるよう、家庭内での継続的な支援や、カウンセリングによる専門的な助言を行っていく必要
がある。今後も支援が必要な世帯への積極的な事業導入を行っていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
若年の養育者、アフターケアを必要とする家庭への育児相談や指導、妊婦、
養育者、児童の心理的安定を図るためのカウンセリング等の取組みを行った。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
妊婦、産後間もない養育者、養育が十分に行えていない養育者に対して、育
児支援やカウンセリングを行った。

2
　

3
　

100% 100% 100%

事務事業の実施概要

【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】   
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９０（健０３１）  
  
【事業の概要】   
　１　養育困難な状態にある家庭や児童養護施設等退所後の児童の家庭など特に支援を  
必要とする家庭に対し、支援員の家庭訪問による養育相談・支援をNPO法人子どもの虐待  
防止ネットワーク鳥取（CAPTA)に委託し実施。  
　２　妊婦や出産後間もない養育者及び、養育が十分に行えていない養育者や児童養護施 
設等から児童の家庭復帰が予定されている養育者などに対し、雇上げ臨床心理士によるカ 
ウンセリングを週2回実施。  
  
【事業の成果】  
　 利用件数　　訪問支援回数（延べ）　　カウンセリング件数（延べ）  
　平成29年度　　　　　357回　　　　　　　　　　178件  
　平成30年度　　　　　259回　　　　　　　　　　 96件  
　令和元年度　　　　　247回　　　　　　　　　　109件  
  
【今後の課題・方向性】  
　核家族化及び、地域とのつながりの希薄など、家族での養育力が低下する傾向にあり、 
今後も安心で適切な養育が行われるよう支援していく必要がある。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
訪問支援員数

100%



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

３歳児健診の対象者のうち、受診された者の割合

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

98.1 98.5 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

３歳児健診受診率

％
目標 0 0 98 98 98

実績 0 0

1.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 0 0 7,243 7,190 0

0 0

一般財源 0 0 7,270 10,040 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 1,083

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 7,270 11,123 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 14,513 18,313 0

0

地方債 0 0

令和元年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①尿検査 
②視力検査・聴力検査 
③身体計測・小児科医 
と歯科医の診察 
④ブラッシング指導 
⑤育児相談・発達相談 
⑥栄養指導・保健指導 

①尿検査 
②視力検査・聴力検査 
③身体計測・小児科医 
と歯科医の診察 
④ブラッシング指導 
⑤育児相談・発達相談 
⑥栄養指導・保健指導 

①尿検査 
②視力検査・聴力検査 
③身体計測・小児科医 
と歯科医の診察 
④ブラッシング指導 
⑤育児相談・発達相談 
⑥栄養指導・保健指導 

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①受診者数（1603人） 
②受診率（98.1%）

①受診者数（1468人） 
②受診率（98.5%）

　

対象
（何を、誰を）

該当年度に３歳になる児

意図
（どのような状態
にするために）

視覚・聴覚・運動・心身の成長・発達の確認や疾病の早期発見に努める。

手段
（どうするのか）

問診、身体計測、小児科医・歯科医の診察、ブラッシング指導、栄養相談、視力検査、聴力検査、尿検査、保健指
導、発達相談、育児相談といった内容の健康診査を実施する。 

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 ３歳児健康診査費 予算事業コード 01-04-01-03-08-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

母子保健法第１２条

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(義務)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 033000 重点施策 該当なし

事務事業名 ３歳児健康診査事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　健康・子育て推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成 9年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

■ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

母子保健法第12条に基づいて実施。子どもの成長・発達を確認するとともに、子育て支援としても重要な役割を担っており、今後も継続実施す
る。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

2
　

3
　

100% 101%

事務事業の実施概要

【問合せ先】親子保健係 0857-30-8585  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８８（健０２７） 
　　　　　　　　　　　１２月補正・Ｐ１０（健００３）  
  
【事業の概要】  
　幼児の健康・発達の個人的差異が明らかになる３歳児に対して健康診査を実施すること 
により、視覚・聴覚・運動・心身の成長・発達の確認や疾病の早期発見に努める。また、 
むし歯の予防や育児に関する相談・助言を行い、幼児の健康の保持増進と育児支援を図る。
＊母子保健衛生費国庫補助金（母子保健情報連携システム改修事業）  
  
【事業の成果】  
　１　平成３０年度より、視力検査器によるスクリーニング検査を受診者全員に実施。こ 
れにより健診の精度向上が図られ、早期に専門医紹介ができている。  
　２　高い受診率を維持することで、心配を抱える家庭への育児支援にも繋がっている。 
  
　　　　　　　　　　　　決算額　　　　　　　受診者数（受診率）  
　平成２９年度　　　８，１６２，６３８円　　　１，６３７人（９８．１％）  
　平成３０年度　　　７，２７０，０７４円　　　１，６０３人（９８．１％）  
  令和　元年度　　１１，１２３，５２３円　　　１，５０３人（９８．６％）　　  
（委託先）  
　精密検査：実施各医療機関  
　臨床検査技師派遣：公益財団法人鳥取県保健事業団  
　医師等送迎業務：鳥取ハイヤー協同組合  
  
【今後の課題・方向性】  
　母子保健法第１２条に基づいて実施（義務）。継続実施。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
３歳児健診受診率



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 033100 重点施策 該当なし

事務事業名 子育て世代包括支援センター運営事業 所属名 健康こども部鳥取市保健所　健康・子育て推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成29年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 建設、整備

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

全妊婦

意図
（どのような状態
にするために）

妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を行う。

手段
（どうするのか）

全妊婦相談の実施。

会計区分 　

予算 予算事業名 子育て世代包括支援センター運営費 予算事業コード 01-04-01-03-35-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①全妊婦相談の実施 ①全妊婦相談の実施 ①全妊婦相談の実施

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①妊婦相談実施率 
（99.7％）

①妊婦相談実施率 
（99.7％）

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 3,700 2,772 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 12,392 11,400 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 2,205 1,859

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 0 0 8,692 8,628 0

0 0

一般財源 0 0 1,495 913 0

1.20 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 1.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

妊婦相談実施率

％
目標 0 0 100 100 100

実績 0 0 99.7 99.7 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】子育て支援係 0857-30-8584 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】なし 
 
【事業の概要】 
（歳入）地域子ども・子育て支援交付金 
　　　　とっとり版ネウボラ推進事業費補助金 
　「子育て世代包括支援センター」を平成２９年度に設置し、妊娠期から子育て期に　　 
　わたるまでの切れ目のない支援を行う。 
 
【事業の成果】 
　１　ほぼすべての妊婦に対して面接及び電話で健康状態、家庭環境等を聞き取り、相談 
　　に応じることができた。 
　２　妊娠期から出産後までの支援に関する情報提供を行うとともに、個別の支援が必要 
　　な家庭に対しては妊娠期から支援を行っている。 
　３　産後サロンを実施し、特に育児不安が強くなる時期に支援を行っている。 
（歳入）地域子ども・子育て支援交付金 
　　　　　６，２４７，１６４円×１／３≒２，０８２，０００円（国庫支出金） 
　　　　　６，２４７，１６４円×１／３≒２，０８２，０００円（県支出金） 
　　　　とっとり版ネウボラ推進事業費補助金 
　　　　　　１０１，１５０円×１／２≒５０，０００円（県支出金） 
　令和元年度　 
　　　　決算額　　　２，７７２，５６１円 
　　　　実績　　全妊婦相談　1，435人（実施率99.7％）（事後支援者450人） 
　　　　　　　　産後サロン１回／月（11回　延297組） 
 
【今後の課題・方向性】 
　妊娠期から子育て期までの支援は重要であるため継続して実施する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
妊婦相談実施率

100% 100%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

妊娠期から子育て期までの支援や、関係機関が連携し切れ目のない支援が重要であるため継続して実施する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

民営化に伴い整備を行った施設数

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 033200 重点施策 該当なし

事務事業名 城北保育園整備事業 所属名 健康こども部　こども家庭課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成30年度　～　令和元年度

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 建設、整備

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 補助金交付

対象
（何を、誰を）

社会福祉法人さとに会

意図
（どのような状態
にするために）

城北保育園の民営化に伴い、施設を新設する

手段
（どうするのか）

整備費の一部補助

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 城北保育園整備事業費 予算事業コード 01-03-02-03-05-27

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①法人の実施する保育 
所等整備支援

①法人の実施する保育 
所等整備支援

 ≪R元年度で事業完了 
予定≫

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①法人の実施する保育 
所等整備支援（補助金 
交付）１／２ヶ年目

①法人の実施する保育 
所等整備支援（補助金 
交付）２／２ヶ年目

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 117,186 546,879 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 122,256 551,912 0

0

地方債 0 0 68,500 345,500 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 44,972 183,168

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 0 0 5,070 5,033 0

0 0

一般財源 0 0 3,714 18,211 0

0.70 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 0.70

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

施設整備数

園
目標 0 0 0 1 0

実績 0 0 0 1 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

■ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 ■ ５－２ 意図的に廃止

■ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８１（健０１３）   
  
【事業の概要】   
　城北保育園は昭和４８年に建設され老朽化が進んでおり、移転新築に伴い民設民営とし 
、保育環境の改善、定員の拡大、一時預かり事業、子育て支援センター機能を持たせる こ
とで、保育を必要としている家庭のみならず、在宅で子育てをしている家庭のニーズ にも
広く対応することを目指す。  
  
【事業の成果】   
　平成30年度　民営化に係る移管法人選定審査委員会  
　　　　　　　施設整備の補助金交付(1/2ヶ年目)　１１７，１８５千円  
　令和元年度　施設整備の補助金交付(2/2ヶ年目)　４３６，６０４千円 
　　　　　　　施設整備用地購入費　　　　　　　 １１０，２７５千円 
              合同保育の実施 
 
【今後の課題・方向性】 
　令和元年度で事業終了。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
施設整備数

100%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
計画どおりに施設整備が完了した。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
計画どおりに施設整備が完了した。

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

令和元年度中に計画どおり整備を終え、令和２年度の民間法人移管を実施することができた。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 033300 重点施策 該当なし

事務事業名 こども・子育て支援制度事業 所属名 健康こども部　こども家庭課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成30年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 子ども子育て支援法

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(義務)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

すべての子ども・子育て家庭

意図
（どのような状態
にするために）

幼児教育、保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進する

手段
（どうするのか）

幼児教育、保育、地域の子ども・子育て支援の質・量の拡充を図る

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 こども・子育て支援制度事務費 予算事業コード 01-03-02-01-99-04

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①鳥取市社会福祉審議 
会児童福祉専門分科会 
の開催 
②事務補助員の配置

①鳥取市社会福祉審議 
会児童福祉専門分科会 
の開催 
②事務補助員の配置 
③第2期子ども・子育 
て支援事業計画策定 
④幼児教育・保育無償 
化に係るシステム改修 
等

①鳥取市社会福祉審議 
会児童福祉専門分科会 
の開催 
②事務補助員の配置

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①2回開催 
②1名配置

①6回開催 
②1名配置 
③R2.3月策定 
④実施完了

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 2,860 21,007 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 5,131 21,007 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 14,936

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 0 0 2,271 0 0

0 0

一般財源 0 0 2,860 6,071 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 0.00

臨時職員 0.00 0.00 1.00 1.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

第2期子ども・子育て支援事業計画の策定

回
目標 0 0 0 1 0

実績 0 0 0 1 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の概要】  
　すべての子ども・子育て家庭を対象に、幼児教育、保育、地域の子ども・子育て支援の 
質・量の拡充を図る。　 
 
【事業の成果】  
  ＜令和元年度＞ 
　①鳥取市社会福祉審議会児童福祉専門分科会の開催　6回 
　②事務補助員の配置　1名 
　③第2期鳥取市子ども・子育て支援事業計画を令和2年3月に策定　 
　④幼児教育・保育無償化に係るシステム改修等の実施 
 
【今後の課題・方向性】 
　予定通り策定した第2期鳥取市子ども・子育て支援事業計画（令和2～6年度）の進捗管 
理において、具体的な取組みの推進状況を関係各課と協力しながら進めていく必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
第2期子ども・子育て支援事業計画の策定

100%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

第2期鳥取市子ども・子育て支援事業計画（計画期間：令和2～6年度）を予定通り策定でき、今後はこの計画を推進していくとともに、めまぐる
しく動く子ども・子育て支援制度の動向や本市における課題なども踏まえた上で、必要とされる子ども・子育て支援の充実を図っていきたいと考
える。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

1852 2049 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

児童発達相談者数

人
目標 1600 1600 2000 2000 2000

実績 1673 1792

5.00 0.00

嘱託職員 3.00 3.00 3.00 3.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 4.00 5.00 5.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 34,876 42,541 42,353 35,950 0

0 0

一般財源 0 0 7,152 7,040 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 1,966 2,000

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 9,118 9,040 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 34,876 42,541 51,471 44,990 0

0

地方債 0 0

令和元年度 令和2年度

年度別計画

①児童発達相談 
②発達支援保育指導委 
員会 
③発達支援保育指導委 
員会巡回指導 
④こどもの発達支援ネ 
ットワーク推進会議 
⑤研修会

①児童発達相談 
②発達支援保育指導委 
員会 
③発達支援保育指導委 
員会巡回指導 
④こどもの発達支援ネ 
ットワーク推進会議 
⑤研修会

①児童発達相談 
②発達支援保育指導委 
員会 
③発達支援保育指導委 
員会巡回指導 
④こどもの発達支援ネ 
ットワーク推進会議 
⑤研修会

①児童発達相談 
②発達支援保育指導委 
員会 
③発達支援保育指導委 
員会巡回指導 
④こどもの発達支援ネ 
ットワーク推進会議 
⑤研修会

①児童発達相談 
②発達支援保育指導委 
員会 
③発達支援保育指導委 
員会巡回指導 
④こどもの発達支援ネ 
ットワーク推進会議 
⑤研修会

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①児童発達相談 
：1,673件 
②発達支援保育指導委 
員会：対象児数161人 
③発達支援保育指導委 
員会巡回指導 
：延べ78日 
④ネットワーク会議： 
年1回 
⑤研修会：4回

①児童発達相談 
：1,792件 
②発達支援保育指導委 
員会：対象児数156人 
③発達支援保育指導委 
員会巡回指導 
：延べ88日 
④ネットワーク会議： 
年1回 
⑤研修会：4回

①児童発達相談 
：1,852件 
②発達支援保育指導委 
員会：対象児数126人 
③発達支援保育指導委 
員会巡回指導 
：延べ70日 
④ネットワーク会議： 
年1回 
⑤研修会：4回

①児童発達相談 
：2,049件 
②発達支援保育指導委 
員会：対象児数111人 
③発達支援保育指導委 
員会巡回指導 
：延べ66日 
④ネットワーク会議： 
年1回 
⑤研修会：3回

　

対象
（何を、誰を）

発達上の困難を抱える乳幼児から満18歳までの児童及びその家族 

意図
（どのような状態
にするために）

発達上の困難を抱える児童の早期発見・早期療育等の適切な相談支援として、児童の成長段階に応じた一貫した支
援及び家族支援を行うとともに、広く発達障がいに関する理解、地域への普及啓発の機会を提供する。

手段
（どうするのか）

専任の発達支援員及び心理相談員等による児童発達相談、発達支援保育指導委員会及び巡回指導、こどもの発達支
援ネットワーク推進会議、研修会実施。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 児童発達支援事業費 予算事業コード 01-03-02-01-59-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 建設、整備

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 033400 重点施策 該当なし

事務事業名 児童発達支援事業 所属名 健康こども部　こども発達支援センター

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成24年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

■ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

発達上の困難を抱え、特別な支援を必要とする子どもとその家族へ、福祉と教育が一体となって切れ目のない支援の充実を推進することができ
た。発達に関する相談や保育訪問相談などニーズの高まりもあって実績も増加傾向にある。今後もより一層支援の充実を図っていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

2
　

3
　

112% 93% 102%

事務事業の実施概要

【問合せ先】発達支援係 0857-30-8561  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ９１（健０３３）  
  
【事業の概要】  
　１　発達上の困難を抱える児童の早期発見・早期療育等の適切な相談支援として、児童 
の成長段 階に応じた一貫した支援及び家族支援を行う。  
　２　広く発達障がいに関する理解、地域への普及啓発の機会を提供する。　  
  
【事業の成果】  
　児童発達相談：平成29年度　1,792件　平成30年度　1,852件　令和元年度　2,049件  
　発達支援保育指導委員会判定会議　年1回  
　発達支援保育指導委員会巡回指導  
　こどもの発達支援ネットワーク推進会議　年１回  
　研修会の開催：平成29年度4回（関係者向け3回・市民向け1回）  
　　　　　　　　平成30年度4回（関係者向け3回・市民向け1回）  
　　　　　　　　令和元年度3回（関係者向け2回・市民向け1回）  
  
【今後の課題・方向性】  
　発達支援の充実のため、継続して実施するものである。        

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
児童発達相談者数

105%



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

この協議会は、支援の必要な家庭の様子や困り感など実体把握に有効と考える

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 033500 重点施策 該当なし

事務事業名 子どもの貧困対策推進事業 所属名 健康こども部　こども家庭課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 平成30年度　～　全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり 　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 ソフト(任意)

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

鳥取市の未来を担う子ども達

意図
（どのような状態
にするために）

家庭の経済状況に関わらず、自分らしく豊かで幸せな生き方を見出していく力を育む

手段
（どうするのか）

教育や学びを保障し、健やかに育ち成長できる環境を整える。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 子どもの貧困対策推進事業費 予算事業コード 01-03-02-01-64-03

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

令和元年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①子どもの貧困対策推 
進庁内連絡会の開催 
②子どもの貧困対策地 
域協議会の開催 
③推進コーディネータ 
ーによる小学校・家庭 
等訪問活動

①子どもの貧困対策推 
進庁内連絡会の開催 
②子どもの貧困対策地 
域協議会の開催 
③推進コーディネータ 
ーによる小学校・家庭 
等訪問活動

①子どもの貧困対策推 
進庁内連絡会の開催 
②子どもの貧困対策地 
域協議会の開催 
③推進コーディネータ 
ーによる小学校・家庭 
等訪問活動 
④こどもの未来応援計 
画ニーズ調査の実施

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①2回開催 
②1回開催 
③延べ40件訪問

①1回開催 
②2回開催 
③延べ41件訪問

　

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 2,698 5,186 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 4,744 5,186 0

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 1,348 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 0 0 2,046 0 0

5,186 0

一般財源 0 0 1,350 0 0

0.00 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 1.00 1.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 0.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

子どもの貧困対策地域協議会の開催

回
目標 0 0 1 1 1

実績 0 0 1 2 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ７８（健００７）  
 
【事業の概要】   
　子どもの貧困に対する「教育の支援」、「生活の支援」、「保護者に対する就労の支援 
」、経済的支援」を行っている関係各部署と関係機関等が連携して、子どもの貧困対策の 
総合的かつ計画的な推進を図る。 
 ＜令和元年度＞ 
　①子どもの貧困対策推進庁内連絡会　1回開催 
　②子どもの貧困対策地域協議会　2回開催 
　③推進コーディネーターによる小学校・家庭等訪問活動　延べ41件 
 
【事業の成果】   
　平成29年度　1,706千円 
　平成30年度　2,698千円 
　令和元年度　5,186千円 
  
【今後の課題・方向性】  
　支援が必要な家庭をいかに把握していくかなど関係機関等と連携を図りながら進めてい 
くことが必要と考える。 
 
　※その他財源の寄付金は、児童福祉費寄附金。 

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
子どもの貧困対策地域協議会の開催

100% 200%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

子どもの貧困対策を幅広い視点から総合的に推進していくため、関係機関等と連携を図りながら継続して取り組むことが必要と考える。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

こども食堂が運営されている箇所数。基準値は平成28年度末開設数。

こども食堂が運営されている中学校区数。基準値は平成28年度末開設数。

　

0

（指標の説明）

0 9

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
地域食堂（こども食堂）開設中学校区数

箇所
目標 0

3

　

　
目標 0

17 17 0

12 15

実績 0 0 9 9 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】地域食堂（こども食堂）運営箇所数

箇所
目標 0 0 17 21 24

実績 0 0

0.20 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 0 0 1,449 1,438 0

0 0

一般財源 0 0 3,593 3,686 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 3,935 4,083

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 7,528 7,769 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 8,977 9,207 0

0

地方債 0 0

令和元年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①こども食堂の開設数 
②開設中学校区数 

①こども食堂の開設数 
②開設中学校区数

①こども食堂の開設数 
②開設中学校区数

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①１７箇所 
②９中学校区

①１７箇所 
②９中学校区

　

対象
（何を、誰を）

市内でこども食堂を運営している団体

意図
（どのような状態
にするために）

こども食堂を安定的・継続的に運営してもらうため

手段
（どうするのか）

立上支援及び運営に対する補助を行い、各中学校区に１箇所以上の開設をめざす。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 子どもの居場所づくり推進事業費 予算事業コード 01-03-02-01-64-02

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 建設、整備

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 033600 重点施策 ひとづくり

事務事業名 子どもの居場所づくり事業 所属名 総務部人権政策局　人権推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

現在、未開設の中学校区においても開設に向けて準備を進めている団体もあり、これまでどおり子どもの居場所づくりに取り組む民間団体等によ
る地域食堂（こども食堂）の立ち上げ・運営を支援し、団体の育成・取組の推進を図る。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
試行的に実施して、準備していた団体もあるが、新型コロナウイルス感染拡大
防止のため、年度内での新規開設ができなかった。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
試行的に実施し開設を準備していた団体もあったが、新型コロナウイルス感染
拡大防止のため、年度内での新規開設ができなかったものもある。

2
地域食堂（こども食堂）開設中学校区数

100% 75%

3
　

100% 81%

事務事業の実施概要

【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算Ｐ２９ （人００８） 
  
【事業の概要】  
　補助金名：鳥取市子どもの居場所づくり補助金  
　目　　的：新たに取り組みを行う民間団体等の立ち上げをモデル的に支援し、市内での 
団体育成、取組の推進を図ることにより、児童福祉の向上に寄与することを目的として交 
付する。  
　内　　容：立ち上げおよび運営に対する経費の10分の10を補助。上限2,000千円  
　補助対象者：目的を公正、中立かつ効果的に実施することのできる市内で活動する民間 
団体等  
  
【事業の成果】   
　立上支援活用団体　1団体1食堂1,206千円　  
　運営補助活用団体　12団体12食堂（立上支援活用団体含む）　　6,563千円  
　補助金未利用団体　4団体5食堂  
  
　（実績）平成30年度　7,528千円　令和元年度　7,769千円 
 
【今後の課題・方向性】  
　子どもの未来応援計画に基づき、令和3年度末までには、関係機関と連携を図りながら  
各中学校区に1箇所は開設できるように呼びかけを行う必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】地域食堂（こども食堂）運営箇所数



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

基準値はH29年度末の支援団体数

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

20 26 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

支援団体数

団体
目標 0 0 20 25 30

実績 0 0

0.50 0.00

嘱託職員 0.00 1.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 0.50

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 0 0 3,622 3,595 0

0 0

一般財源 0 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 0 0 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 3,622 3,595 0

0

地方債 0 0

令和元年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①事務局運営 
②参加団体加入促進

①事務局運営 
②参加団体加入促進

①事務局運営 
②参加団体加入促進

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①事務局運営 
②支援団体数20

①事務局運営 
②支援団体数26

　

対象
（何を、誰を）

鳥取市地域食堂ネットワーク

意図
（どのような状態
にするために）

地域共生社会の実現のため、こども食堂運営者とそれを支援する企業や団体で作られている地域食堂ネットワーク
を安定・継続的に運営できるよう支援していく。

手段
（どうするのか）

事務局として運営および参加団体の加入促進

会計区分 　

予算 予算事業名 　 予算事業コード                  

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 建設、整備

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 033700 重点施策 ひとづくり

事務事業名 地域食堂ネットワーク運営支援事業 所属名 総務部人権政策局　人権推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

■ １．計画を上回る

□ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

■ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

今後も地域食堂ネットワークが安定・継続的に運営でき、麒麟のまち圏域の地域食堂（こども食堂）の立ち上げ・運営支援をできるように支援し
ていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
こども食堂への支援が、一時的なものからネットワークに加入して継続的な支
援をしていただける企業・団体が増えた。

2
　

3
　

100% 104%

事務事業の実施概要

【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【予算計上の経過】なし 
 
【事業の概要】 
地域食堂ネットワークの事務局として運営支援 
 
【事業の成果】 
　地域食堂（こども食堂）を支援していただける法人や団体へ協力の呼びかけを行い、ネ 
ットワークに加入して継続的な協力を得られた。 
　支援団体のフードドライブ事業により、多くの市民が支援する形ができつつある。 
　東部地区のこども食堂にも支援・連携する形をつくることができた。 
 
【今後の課題・方向性】 
　麒麟のまち連携中枢都市圏域の各町担当課及びこども食堂との連携・支援を図る体制を 
つくり、事務局体制も拡充する必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
支援団体数



（おもて）

令和元年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

200 221 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

活
動
指
標

1

専門相談員派遣回数

回
目標 0 0 200 200 200

実績 0 0

0.10 0.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 0.10

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 0 0 724 719 0

0 0

一般財源 0 0 700 700 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 700 700

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 予算額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 1,400 1,400 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 2,124 2,119 0

0

地方債 0 0

令和元年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①専門相談員派遣200 
回（17箇所）

①専門相談員派遣200 
回

①専門相談員派遣200 
回

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①専門相談員派遣200 
回（17箇所）

①専門相談員派遣221 
回（17箇所）

　

対象
（何を、誰を）

地域食堂（こども食堂）を利用している子ども、保護者およびスタッフ

意図
（どのような状態
にするために）

社会的課題を抱えている世帯等の相談内容は複雑化、多様化している中で、地域食堂（こども食堂）に専門相談員
を派遣することで、子どもやその保護者等からのつぶやき等を契機に世帯全体への包括支援につなげていく。

手段
（どうするのか）

専門相談員（カウンセラー、管理栄養士、社会福祉士、認定心理士、健康運動士等）を地域食堂（こども食堂）に
派遣する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 「地域食堂」相談支援員派遣事業費 予算事業コード 01-03-01-15-07-02

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（父親）（H26年度：87.3％） 0% 90%

待機児童の数 0人 0人

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 1201 結婚・出産・子育て支援

事業分類区分 建設、整備

「子育てを楽しい」と思う市民の割合（母親）（H26年度：84.8％） 0% 88% 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 033800 重点施策 ひとづくり

事務事業名 こども食堂への相談支援員派遣事業 所属名 総務部人権政策局　人権推進課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 10 安心して出産・子育てができ、すべてのひとが住みやすいまち 事業期間 全期

政策 02 安心して子どもを産み育てられるまちづくり



（うら）

５．令和元年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

■ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的な
成果と、今後の改善プランを記載）

継続して地域食堂（こども食堂）の利用者からのつぶやきを聞き取り、適切な相談支援につなげられるよう事業を行っていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
地域食堂だけでなく、新型コロナウイルス感染拡大防止に伴い特別支援を実
施する時にも、不安を抱えている世帯への支援の窓口としての役割をはたして
いただいた。

2
　

3
　

100% 111%

事務事業の実施概要

【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241  
  
【１０次総の施策体系】1201  
  
【予算上の経過】  
　予算事業別概要書：当初予算Ｐ２７ （人００４） 
  
【事業の概要】  
　専門相談員を地域食堂（こども食堂）へ派遣  
  
【事業の成果】  
　地域食堂（こども食堂）に専門家を継続的に派遣し、参加している子どもやその保護者 
 ならびに運営しているスタッフからの相談を聞き取り対応している。  
　相談内容に応じて各関係機関と連携して継続的に関わりを持ち、世帯支援を行っている。  
 
　　平成30年度　1,400千円 
　　令和元年度　1,400千円 
  
【今後の課題・方向性】  
　継続して利用者と関わりを持ちながら関係機関とも連携して支援を続けていく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
専門相談員派遣回数


